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一、模範議会 2016 実施の概要
模範議会プロジェクトは、法学教育の一環として、法案作成・審議といっ
た立法作業の模擬体験を通じて、法への理解を深めていくことを目指して
いる2。まず、法案作成については、執筆者の担当科目の白鷗大学法学部の
専門ゼミナールⅠ（岡田研究会）、立正大学法学部の憲法ゼミナール（岩
切研究会）及びSFC「リーガル･ワークショップ」の履修者が５つのグルー
プに分かれて作業を進め、学期末に行われた専門家（本稿執筆者）及び履
修者全員の投票において最高得点を得た「少年法の一部を改正する法律案」
が模範議会2016の課題法案となった。この法案をもとに、白鷗大・立正
大・SFCの学生による参議院内の施設を借りての模擬国会（プレ模範議会）
が行われた3。
新学期に入り企画運営者の新規募集が行われ、新たな学生たちが法案を
引き継ぎ、グループワークによって法案についての様々な調査・検討を重
ねて、ロールプレイ方式による法案審議を行うこととなった。模擬委員会
審議の後、SFC「憲法（統治）」履修者全員による投票（模擬本会議）の結果、
法案は否決されるに至った。
今回紹介するのは、その一環として作成された資料の一部であるが、例
年の模範議会に準じた内容の資料や簡単な資料は掲載を省略し、必要な限
度の掲載にとどめている4（また、個人名等は削除した）。
と資料」白鷗大学論集26巻１号（2011年）391-431頁を参照。例年と基本的な実施
方法に変わりはないので、詳細な説明は割愛する。 
なお、法案作成作業も含めた法学教育の構築に関する研究として、岡田順太・横
大道聡「法学教育における能動的学修プログラムの開発―模擬国会を用いた臨床
法学教育の試み」白鷗大学法政策研究所年報８号（2015年）23-84頁を参照。
2　詳細については、岡田順太・岩切大地・大林啓吾・横大道聡・手塚崇聡「国会質
疑の技法――模範議会2012の手引き」白鷗大学論集27巻２号（2013年）255-304頁
を参照。
3　http://web.sfc.keio.ac.jp/~junta/pub/gikai/160322gikai/index.html
4　具体的には、③委員会座席表、④役割分担表、⑤委員長用台本、⑪附帯決議に対
する政府発言、⑫議長用台本である。同上のWebページに省略した資料が掲載
されている（本稿のWeb上の情報は2018年１月10日現在のものである）。
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二、資料の内容
（１）　全体で共通の資料
法案（①）は、前年度に学生が作成したものである。内容については後
述するほか、想定問答集の部分に詳しいので、そちらを参照してもらいた
い。議会審議は、委員会部分と本会議部分とで構成される。全体の進行表
（②）で示される通りである。
（２）　委員会用資料
委員会審議は、概ね趣旨説明→質疑→討論→採決の順に進められる。本
法案の趣旨説明は提出者である政府を代表して文部科学大臣が行う（⑥）。
法案審査の中心となるのが質疑であるが、質疑での質問項目は各会派が法
案への賛否の態度を踏まえて作成し、事前に答弁者役の学生に通告され、
答弁が用意される。それらは質疑答弁集（⑦）としてまとめられている。
（３）　本会議用資料
本会議は、委員会に比べると短時間で終了する。まず、委員長役の学生
が、委員会審議の経過と結果を報告し（⑬）、討論演説（⑭・⑮）を経て
採決に入る。
三、課題法案の解説 5
（１）　法案の概要について
今回の課題法案である「少年法の一部を改正する法律案」は、少年事件
に対する推知報道により、少年の更生が阻害され、また、親族等の生活の
平穏が脅かされるおそれがあるため、法務大臣に推知報道を是正するため
の勧告及び命令を行う権限を付与しようとするものである6。
5　本プロジェクトは、法案内容に対する賛否を示すことを目的とするものではない
ことを改めて確認しておく。
6　なお、本法案とは直接関係ないが、筆者らは、家庭裁判所の裁量による国選付添
人制度および検察官関与制度の対象事件の範囲の拡大、少年に対する不定期刑の
長期と短期の上限の引上げ等を内容とする、少年法の一部を改正する法律（平成
26年法律第23号）についての国会論議を素材にして、模擬国会の実践プログラム
を作成したことがある。横大道聡・岡田順太・岩切大地・大林啓吾・手塚崇聡「模
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少年法61条は、「家庭裁判所の審判に付された少年又は少年のとき犯し
た罪により公訴を提起された者については、氏名、年齢、職業、住居、容
ぼう等によりその者が当該事件の本人であることを推知することができる
ような記事又は写真を新聞紙その他の出版物に掲載してはならない」と規
定し、少年事件情報のうち、加害少年本人を推知される事項についての報
道を禁止している7。これは、少年やその家族の名誉やプライバシーの保護
を目的とするものであるが、これに加えて、少年の成長発達過程において
健全に成長するための権利の保護も目的とするとの理解がある8。
しかしながら、同条は、憲法21条の表現の自由の保障の観点から、報道
機関の自主性を尊重し、違反に対する罰則規定をあえて設けていない。そ
のため、一部報道機関が少年の推知報道をして、少年の成長発達を著しく
侵害する懸念が否めない。また、インターネットの発達により、少年の関
係者などが社会的制裁として実名や写真、家族構成など少年に関する情報
を流布させ、名誉権やプライバシー権侵害をすることが近時の問題と認識
されるに至っている9。そこで、本法案は、少年事件の推知報道やインター
ネット上での情報の提供を禁止し、そうした行為により少年や家族に被害
が生じている場合について法務大臣が是正を命じるなど、強制力を伴う措
置を講ずることができるように定めるものである。
法案の骨子としては、第一に、少年審判に付された少年又は少年のとき
に犯した罪により公訴を提起された者について、氏名、年齢等により当該
事件本人であることを推知させることを、出版物の掲載、放送番組の放送
及び不特定多数者へのインターネットを介した情報の提供を通じて行う行
擬国会の実践プログラム――少年法の一部を改正する法律（平成26年法律第23号）
を素材に」鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要24号（2015年）11-27頁。
7　さらに、犯罪捜査規範（昭和32年７月11日国家公安委員会規則第２号）209条で「少
年事件について、新聞その他の報道機関に発表する場合においても、当該少年の
氏名又は住居を告げ、その他その者を推知することができるようなことはしては
ならない」とされている。
8　少年の成長発達権が憲法により保障されていると理解する見解もある。この点に
ついては後述する。
9　少年事件ではないが、関連するものとして後掲注（39）のグーグル訴訟を参照。
− 182 −
模範議会2016―記録と資料
為を「推知報道」とし、何人も推知報道をしてはならないこととする。ま
た、推知報道をして、少年又はその親族等の関係者に対し、身体の安全が
害される等の不安を覚えさせてはならないこととしている。
第二に、法務大臣は、推知報道の禁止等に違反する行為により、少年等
の権利利益を保護するために必要があると認めるときは、勧告及び聴聞を
経て、当該違反者に対して必要な措置をとるよう命令を発することができ
ることとしている。
第三に、法務大臣は、推知報道に伴う重大な権利利益の侵害があり、緊
急の措置をとる必要がある場合、速やかに必要な措置をとるよう命令を発
することができることとする。このほか、所要の措置を講ずることとして
いる。
（２）　現行の推知報道の禁止について
少年法は、少年の健全な育成を基本理念とし、少年の刑事事件に対する
特別の措置を講ずる法律である（１条）。そうした基本理念には、少年の
保護育成を主眼とする教育・福祉法的理念と、公共の福祉の維持と個人の
基本的人権の保障に関する犯罪対策法・刑事法的理念とを内包していると
解される10。少年審判において、少年本人を特定する情報を公開し、少年
を多くの人の好奇の目にさらすことが、少年の情操を害し、社会復帰を妨
げる危険がきわめて大きいことから、少年審判の非公開原則（22条２項）
の一環として、報道を通じた少年に関する情報の公表を規制しようとする
のが推知報道の禁止規定（61条）である11。
同条は、旧少年法（大正11年法律42号。以下、「旧法」と呼ぶ。）74条に
沿革を有している。旧法74条１項は「少年審判所ノ審判ニ付セラレタル事
項又ハ少年ニ対スル刑事事件ニ付予審又ハ公判ニ付セラレタル事項ハ之ヲ
新聞紙其ノ他ノ出版物ニ掲載スルコトヲ得ス」と規定し、同条２項では、
10　田宮裕・廣瀬健二編『注釈少年法（第４版）』（有斐閣、2017年）５頁。
11　守屋克彦・斉藤豊治編集代表『コンメンタール少年法』（現代人文社、2012年）
621頁〔淵野貴生執筆〕。
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１項に違反した新聞社の編集人・発行人、出版物の著作者・発行者に対す
る罰則として１年以下の禁錮又は千円以下の罰金を定めていた。現行少年
法61条では、旧法のように「事項」ではなく「人」に着眼して推知報道を
禁止し、かつ罰則を設けていない12。これは、憲法21条が表現の自由を保
障していることとの関係で少年事件の報道そのものを禁止するのではなく、
推知報道のみを禁止し、従来の刑罰規定を削除したのである。
（３）　推知報道禁止の趣旨
このような推知報道を禁止する保護法益がいかなるものかについて、伝
統的には、不幸にして罪を犯してしまった少年の将来の更生のためという
刑事政策的な観点に立った規定であると理解されてきた。すなわち、少年
法61条から何らかの法的権利が保護されているとは考えないのである。こ
れに対して、少年法61条を少年の名誉やプライバシーを保護するため「実
名で報道されない人格的利益」を保護法益とするとの見解がある13。さらに、
近年は、少年の成長発達過程において健全に成長するための権利（成長発
達権）が憲法や国際人権法（子どもの権利条約）により保障されており、
少年法61条はその具体化であるとの見解も存在する14。
ただ、「実名で報道されない人格的利益」や成長発達権として、少年法
61条に積極的意義を見出すことは、憲法21条１項が保障する報道の自由15
の制約を容易に認めることになりかねない。そこで、一般的には、少年法
61条を刑事政策的規定ととらえ、「報道に対する訓示規定であって、メディ
12　武内謙治「少年に対する刑事処分（２）、推知報道の禁止」法学セミナー710号（2014
年）23頁。
13　竹田稔『プライバシー侵害と民事責任（増補改訂版）』（判例時報社、1998年）
332-334頁。
14　山口直也「子どもの成長発達権と少年法61条の意義」山梨学院大学法学論集48
号（2001年）99-100頁、本庄武「成長発達権の内実と少年法61条における推知報
道規制の射程」一橋法学10巻３号（2011年）885頁。なお、成長発達権については、
後述する。
15　最大決昭和44年11月26日刑集23巻11号1490頁〔博多駅事件決定〕は、「事実の報
道の自由は、表現の自由を規定した憲法21条の保障のもとにあることはいうま
でもない」としている。
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アの自主的な規制に期待する倫理規定にとどまる」16との解釈が有力であ
る17。もちろん、この立場に依拠しても、別途、個別的事例において違法
性が認定され、不法行為を構成する場合があることは当然である。本条に
違反する報道が刑法上の名誉毀損罪（230条）に該当する場合もあり、そ
の際、少年事件報道に公共性があったとしても、原則として、少年の氏名
など少年を特定する情報には公共性があるとは考えにくいとして18、刑法
230条の２による免責が推知報道に及ばないとする考え方もある19。
これに関して、日本新聞協会では、1958年に起きた女子高生殺害事件に
おける少年実名報道を契機として報道の基本原則を定めている20。そこでは、
「少年法第61条は、未成熟な少年を保護し、その将来の更生を可能にする
ためのものであるから、新聞は少年たちの"親"の立場に立って、法の精
神を実せんすべきである。」とし、また、「罰則がつけられていないのは、
新聞の自主的規制に待とうとの趣旨によるものなので、新聞はいっそう社
会的責任を痛感しなければならない。」とする。そして、少年の氏名、写
真などを紙面に掲載しないことを原則としている。ただし、①逃走中で、
放火、殺人など凶悪な累犯が明白に予想される場合、②指名手配中の犯人
捜査に協力する場合など、「少年保護よりも社会的利益の擁護が強く優先
する特殊な場合については、氏名、写真の掲載を認める除外例とするよう
当局に要望し、かつこれを新聞界の慣行として確立したい。」としている。
少年法61条を報道機関に対する訓示規定と捉えれば、こうした基本原則の
16　堀部政男・長谷部恭男編『メディア判例百選』（有斐閣、2005年）101頁〔右崎
正博執筆〕。
17　田宮・廣瀬編・前掲注（10）523頁、駒村圭吾『ジャーナリズムの法理――表現
の自由の公共的使用』（嵯峨野書院、2001年）248−249頁等を参照。
18　平川宗信「少年推知報道と少年の権利」廣瀬健二・多田辰也編『田宮裕博士追
悼論集　上巻』（信山社出版、2001年）522頁は、刑法230条の２の「公共の利害
に関する事実」について、「『市民自治に必要な事実』すなわち『市民が政治・
社会問題について討論・判断・意見形成するのに必要な事実』と解されなけれ
ばならない」とする。
19　守屋・斉藤編集代表・前掲注（11）624頁〔淵野貴生執筆〕。
20　日本新聞協会「新聞協会の少年法第61条の扱いの方針」（昭和33年12月16日）。
http://www.pressnet.or.jp/statement/report/581216_89.html
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確立は自主規制を具体化する当然の動きと見ることができよう21。しかし、
これに対しては、自主規制に向けた積極的姿勢を評価しつつも、「少年法
が断言的に禁止規定を設けているのに、解釈によって例外を認めることが
可能であるか疑問が残る。例外にあたる場合を明文で規定するのが妥当で
あろう」22と、法制的措置を求める意見もある。
このように、同法の趣旨を巡る対立が存するが、少年法61条が少年の推
知報道のすべてを全面的に禁止しているわけではないと解する点では、共
通している。
さらに、「近時は、少年法61条に敢えて挑戦し、本人特定事実を公表す
る報道が頻繁に見られるようになって」おり23、また、直近では、インター
ネットの普及により、一般人が情報発信者・拡散者となって個人情報を流
布させることによる権利侵害が問題となっており24、少年事件の推知報道
の問題も一層の複雑さを示すようになっている25。
（４）　関連裁判例の動向
少年法61条の法的性質が争われた代表的事案としては、長良川リンチ殺
21　なお、警察庁は、「被疑者の公開捜査について」（平成28年３月28日付け警察庁
丁刑企発第27号、警察庁丁少発第43号）にて、少年法61条の趣旨に鑑み、被疑
者の公開捜査は原則として成人の被疑者であることを要するとしつつも、「少年
被疑者の公開捜査は一切認められないというものではない」とし、「少年自身の
保護と社会的利益との均衡、捜査の必要性等の諸要素を総合的に勘案してその
要否を判断し、必要かつ適切と認められる場合には、例外的にこれを行うこと
が許される」、「また、人定が明らかでなく少年の可能性が認められる場合は、
必ずしも少年被疑者の公開捜査と同列に論ずる必要はないが、被疑者が少年で
ある可能性にも十分な配慮が必要であり、当該個別具体的な事件に応じ、その
内容、公開捜査に代替する手段、被疑者の推定年齢、少年である可能性の程度、
公開の具体的手法といった諸要素を総合的に勘案し、公開捜査の要否を判断す
ること」としている。
22　土本武司「少年事件の推知報道」捜査研究770号（2015年）126頁。
23　青柳幸一「推知報道と名誉・プライバシー侵害―長良川リンチ殺人報道訴訟」
平成15年度重要判例解説（2004年）16頁。最近では、神奈川県川崎市で起きた
中１男子殺害事件を報じる記事中で、週刊新潮2015年３月５日号が、主犯格と
見られる18歳の少年の実名と顔写真を掲載した実例がある。
24　板倉陽一郎「インターネット上の実名報道における権利侵害」法律のひろば68
巻３号（2015年）40-50頁、宍戸常寿「デジタル時代の事件報道に関する法的問題」
東京大学法科大学院ローレビュー６号（2011年）207-217頁。
25　毎日新聞（2015年４月21日）。
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人報道事件が挙げられる。本件は、19歳の少年グループの裁判が名古屋地
裁係属中に、週刊文春が刑事裁判の様子を伝える記事のなかで、被告人の
実名をもじった仮名を用い、犯行態様の一部、非行歴や職歴、交友関係等
に触れていたことから、被告人の一人から少年法61条が禁止する推知報道
によりプライバシーを侵害されたとする損害賠償請求事件である。
第１審の名古屋地裁は26、少年法61条の趣旨に触れつつ、「少年のとき犯
した罪により公訴を提起された者について、たとえ仮名を用いたとしても、
記載された仮名、年齢、職業、住居、容ぼう等によりその者が当該事件の
本人であることを容易に推知することができるような記事を出版物に掲載
することは、その者の将来の更生という観点からは実名による報道と同様
に大きな障害になると認められるから、原則として、少年法61条に反し違
法であると解するのが相当である」とする。したがって、そうした推知報
道については、一般的な名誉毀損の違法性阻却のように、当該行為が公共
の利害に関する事実に係り、かつ、専ら公益を図る目的に出た場合におい
ても、単に「摘示された事実が真実であることが証明された」だけでは違
法性を阻却するものとはいえないとし、前記新聞協会の基本原則の例外事
由のように、「その者の保護、将来の更生の観点から事件を起こした本人
と推知できるような記事を掲載されない利益よりも、明らかに社会的利益
の擁護が強く優先されるなどの特段の事情が存することが必要であると解
せられる」と判示する。その上で、本件推知報道には「特段の事由」が認
められないとして、不法行為の成立を認め、30万円の賠償を命じた。
控訴審の名古屋高裁も27、第一審の判断を支持するが、少年法61条には
少年の名誉権及びプライバシー権だけでなく、成長発達権の保障も含まれ
るとしている点が注目された。すなわち、少年法１条の健全育成の理念の
もと、「将来の更生を援助促進するため、社会の偏見、差別から保護し、
さらに、環境の不十分性やその他の条件の不充足等から誤った失敗に陥っ
26　名古屋地判平成11年６月30日民集57巻３号254頁。
27　名古屋高判平成12年６月29日民集57巻３号265頁。
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た状況から抜け出すため、自己の問題状況を克服し、新たに成長発達の道
を進むことを保障し、さらに、少年が社会に復帰し及び社会において建的
な役割を担うことが促進されるように配慮した方法により取り扱われるべ
きもの」であり、「このような考えに基づいて少年に施されるべき措置は、
翻って言えば、少年にとっては基本的人権の一つとも観念できるものであ
る」とする。そして、「大人（成年者）及び社会には、少年が非行を克服し、
社会に復帰し及び社会において建設的な役割を担うことが促進されるよう
にするため、環境の整備を初めとする適切な援助をすることが期待、要請
されている」という。そのうえで、少年の特定をする報道が「少年の地域
社会での更生の妨げになるラベリングの弊害を避けるよう努めるべきは当
然であり、そこで、少年法61条は、実名（実名が表示されていなくても、
報道内容等から人物を特定できる場合を含む。）等の推知報道を禁止した
ものと考えるべきである」とし、同条は、「報道の規制により、成長発達
過程にあり、健全に成長するためにより配慮した取扱いを受けるという基
本的人権を保護し」ていると判示する。
これに対して、最高裁は28、本件記事は少年法61条が禁止する推知報道
にあたるとした原審判断を否定し、名誉権及びプライバシー権についての
個別具体的審理の必要性を示したうえで、原判決を破棄し、名古屋高裁に
差し戻した。最高裁は、成長発達権について何ら言及をしていないのだが、
これは少年側も名誉権とプライバシー権侵害の主張をするのみで、成長発
達権については言及していないことに起因するとされている29。これに関
しては、本件最高裁においても「名古屋高判が示した少年法61条の理解自
28　最二小判平成15年３月14日民集57巻３号229頁。
29　三村晶子「判解民」平成15年度（上）150頁。「肩すかし判決」との批判に対して、
「本判決は、具体的事案の解決に必要な範囲で判断を示すという民事訴訟の基本
に則ったものであり、肩すかしという非難は、的を得ないものといわざるを得ない」
と、反論する。「肩すかし」の非難として、飯室勝彦「判批」法学セミナー48巻
６号（2003年）107頁、福岡英明「判批」法学新報（中央大学）110巻11・12号（2004
年）171頁など。
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体は、否定されていない」30との理解も成り立ちうるが、「事件報道をされ
ることにより少年が被る不利益は、少年に対する社会的評価の低下、社会
的烙印を押されることによる立ち直りの困難、他人に知られたくないこと
を暴露されて心の平穏を乱される精神的損害であり、その結果として、少
年の健全な成長、発達に悪影響が生じるからといって、名誉権、プライバ
シーの権利以外の特別な利益侵害が生じたというべきものかは疑問がある」31
とする。このように少年法61条が少年の成長発達権を保障したものではな
いと捉える解釈が一般的であろう。ちなみに、堺市母子殺傷事件の推知報
道に関する事件での大阪高裁も32、少年法61条は少年の健全な育成、少年
の社会復帰、特別予防の実効性のための規定であり、少年法が少年時に罪
を犯した者に対し実名で報道されない権利を付与していると解することは
できないと判示している。また、いわゆる光市母子殺害事件の被告人（事
件当時18歳）である原告が、自身の実名を掲載した同事件に関する書籍33
の著者と出版者らに対し、出版差止めと名誉毀損等による損害賠償を求め
た事案において成長発達権侵害が主張されたが、広島地裁34は、少年法61
条の「目的が少年の名誉とプライバシーを保護し，少年の健全な成長を促
すことにあるとしても、名誉又はプライバシーとは異なる被侵害利益（成
長発達権）を予定するものではないと解するのが相当である」とし、控訴
審で広島高裁35も、「一審原告は、成長発達権（少年法61条違反）が侵害
されたと主張するが、少年法61条からそのような権利を認めることは困難
である」としている36。
なお、本件では誰を基準に「推知報道」の判断をするのかが争われた。
30　守屋・斉藤編集代表・前掲注（11）625頁〔淵野貴生執筆〕。
31　三村・前掲注（29）155頁。
32　大阪高判平成12年２月29日判時1710号121頁。この事件では、少年側が上告を取
り下げたため、最高裁の判断は示されなかった。
33　増田美智子『福田君を殺して何になる――光市母子殺害事件の陥穽』（インシデ
ンツ、2009年）。
34　広島地判平成24年５月23日判時2166号92頁。
35　広島高判平成25年５月30日判時2202号28頁。
36　最決平成26年９月25日判例集未登載にて上告が棄却されている。
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原審は、少年と面識を有する特定多数の読者及び少年が生活基盤としてき
た地域社会の不特定多数の読者を基準とし、少年本人であると推知するこ
とができる仮名の使用や詳細な経歴等の記述により、記事の人物を容易に
推知できるから、本件記事は「推知報道」に該当するとしている。これに
対して、最高裁は、少年と面識等のない不特定多数の一般人を基準として
判断すべきとしている。これについては、少年法61条の趣旨を損なわせる
という批判もあるが37、「最高裁が禁止される推知報道の範囲を狭く解した
点は、報道の自由に対する一定の配慮を示したもの」38と評価する見解が
有力である。
四、法律案の検討
（１）　立法事実
以上の通り、現行少年法61条は政策的規定であって、報道機関に対する
訓示規定にとどまり、何らかの法的権利や義務を課すものではないと解さ
れている。裁判上も一般的な名誉権やプライバシー権侵害と同じように扱
われることになる。しかしながら、制裁による強制力を伴わないことから、
上述したように、一部週刊誌が推知報道を行い、それが少年の更生を妨げ
ることが懸念される結果となっている。また、近年のインターネットの発
達により、事件を起こした少年の関係者が氏名等の情報を流出させるとい
うことも起きている39。「犯罪統制機関や被害者の視点に片寄った現在の少
年事件報道は、少年への憎悪を掻き立て、問題少年の排除と少年に対する
37　淵野貴生「少年法61条による推知報道の禁止と仮名報道」法学セミナー583号
（2003年）120頁。
38　堀部・長谷部編・前掲注（16）101頁〔右崎正博執筆〕。鈴木秀美「表現の自由
と青少年保護」LS憲法研究会編『プロセス演習憲法〔第４版〕』（信山社、2011年）
173頁なども参照。
39　なお、インターネットについては表現の自由の場として重要な位置づけを占め
るようになっており（グーグル訴訟〔最３小決平成29年１月31日HP）、名誉毀
損のように従来と変わらないアプローチ（ラーメン花月事件〔最１小決平成22
年３月15日刑集64巻２号１頁〕）で考えるか、それとも特性を考慮すべきかにつ
いても検討課題である。
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権力の管理・統制の強化への道を開く」40との危惧も示されているところ
である。そのような状況を放置すれば、「少年の健全な育成」（少年法１条）」
の趣旨を阻害することとなることから、本法案が作成された。立法の必要
性を裏付ける社会的事実は確かに存在している。
（２）　憲法と「成長発達権」
本法案の立場は、「成長発達権」を憲法上の権利として捉え、これを具
体化する条文として少年法61条を位置づけている。もっとも、その権利が
保障する内容は不明確であることや、容易に表現の自由を制約しかねない
ことから、憲法学説において必ずしも広い支持を得ているとは言い難く41、
また、上述の通り、裁判所においても認められていない。むしろ、刑事法
研究者や実務家から強く主張されている権利であると思われる。
成長発達権を主張する学説としては、明文上の保障規定がないので、憲
法13条の幸福追求権から導き出される「新しい人権」として保障されると
解するのが一般的である42。これに加えて、憲法25条の生存権や26条の教
育を受ける権利、27条の児童酷使の禁止を挙げるものもある43。また、国
際人権からの基礎付けとして、国際人権規約B規約14条４項、子どもの権
利条約40条や、少年の推知報道を原則的に禁止する「少年司法運営に関す
る国連最低基準規則（北京ルールズ）」8.2などが根拠として挙げられる。
そして、国際的には、成長発達権が「すでに十分定着している権利概念で
40　平川・前掲注（18）24頁。
41　とりわけ、松井茂記『少年事件の実名報道は許されないのか――少年法と表現
の自由』（日本評論社、2000年）120頁以下を参照。
42　戸波江二「人権論としての子どもの『成長発達権』」子どもの人権と少年法に関
する特別委員会（東京弁護士会）・子どもの権利に関する委員会（第二東京弁護
士会）『少年事件報道と子どもの成長発達権―少年の実名・推知報道を考える』（現
代人文社、2002年）211頁。
43　服部朗「少年事件報道と人権」新倉修・横山実『少年法の展望』（現代人文社、
2000年）264-265頁。なお、成長発達権の根拠をめぐる議論については、福岡英
明「少年事件報道をめぐる憲法問題」松山大学論集17巻１号（2011年）182-189
頁を参照。
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ある」との主張もなされている44。ただし、この成長発達権が少年法61条
とどのような関係であり、また推知報道を規制する基準がどの程度の範囲
であるのかなどが曖昧であることから、表現の自由、とりわけ報道の自由
に対する制限も曖昧となる可能性がある。このことから、推知報道との関
係においては、成長発達権の根拠だけではなく、その射程範囲も明らかに
されなければならないであろう。
成長発達権の内容としては、概して「子どもが健やかに成長、発達し、
人格を発展させる権利」と呼ぶことができ、その特徴として、第一に子ど
も固有の権利であること、第二に包括的な内容であること、第三に国に
よる保護を必要とすることを挙げる見解がある45。しかしながら、大人に
も成長発達権は存在するとの主張もあり46、論者によって内容に幅がある。
また、成長発達権を強調することで、かえって少年が自殺をした徳山高専
事件（2006年）や少年の死刑が確定した長良川リンチ殺人事件のような事
例では、推知報道を禁止する理由が希薄になることも考えられる47。「61条
の本人推知禁止に『成長発達権』の一部が結実していると言うのであれば、
保護を要請されるほど未熟な少年が、自己の更生プログラムを提示した上
で、当該報道によってその更生過程における本人利益がどのような具体的
侵害にさらされるのかを立証しなければならないだろう」48というように、
成長発達の仕方が個別に異なるのと同様、推知報道規制の必要性も個別的
44　服部・前掲注（43）264頁。
45　戸波・前掲注（42）208-211頁。
46　本庄・前掲注（14）125頁。
47　宮城県石巻市で元交際相手の姉ら二人を殺害した当時18歳の少年について、最
高裁での死刑判決確定後（最判平成28年６月16日集刑320号99頁）、一斉に実名
報道がなされたことが記憶に新しい。なお毎日新聞2016年６月17日は、この報
道に際して、「毎日新聞は元少年の匿名報道を継続します。女性２人の尊い命が
奪われた非道極まりない事件ですが、少年法の理念を尊重し匿名で報道すると
いう原則を変更すべきではないと判断しました。少年法は少年の更生を目的と
しています。死刑確定でその可能性がなくなるとの見方もありますが、更生と
は「反省・信仰などによって心持が根本的に変化すること」（広辞苑）をいい、
元少年には今後も更生に向け事件を悔い、被害者・遺族に心から謝罪する姿勢
が求められます。また今後、再審や恩赦が認められる可能性が全くないとは言
い切れません。」などとしている。
48　駒村・前掲注（17）248頁。
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なはずである。これを一律に禁止しても少年の更生保護への外見的な取繕
いとなるだけで、多大な犠牲を払う割に現実の少年の更生に資するとは限
らないということにならないのだろうか。
いずれにしても、少年法61条を「訓示規定としての意義を超えて、推知
報道の対象となった少年に私法上の権利・利益（『成長発達権』を背景と
する推知報道されない権利・利益など）を認めるものだとすれば、その権
利・利益と表現の自由との調整のあり方が問題となる」49が、本法律案の
成立により、刑事上の問題は当然のこと、民事訴訟における判断枠組みの
変化が生じるのかという問題も生じうる。しかも、内容や射程の定まらな
い「成長発達権」を根拠に、推知報道の制約を法的に要請することになり、
他の憲法上の権利との緊張関係を常にはらむこととなる。
また、理論的には成長発達権が包括的かつ広範な権利・利益を内容とし
ているにもかかわらず、なぜ推知報道のみが規制対象となるのか、他の法
令との整合性の観点からも疑義が提起されることが予想される50。
（３）　推知報道と表現の自由
法案では63条として、「法務大臣は、前条の規定により勧告又は命令を
行うに当たっては、表現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の
自由を妨げてはならない」との規定を設けることとしている。とはいえ、
それで問題が解消する訳ではない。むしろ法案では61条において「家庭裁
判所の審判に付された少年又は少年のとき犯した罪により公訴を提起され
た者（以下、「少年等」という。）については、氏名、年齢、職業、就学す
る学校の名称、住居、容貌等によりその者が当該事件の本人であることを
推知させる記事若しくは写真を新聞紙その他の出版物に掲載し、放送番組
を放送し、又は情報を電気通信回線を通じて不特定若しくは多数の者に提
49　新井誠・曽我部真裕・佐々木くみ・横大道聡『憲法Ⅱ人権』（日本評論社、2016年）
134頁〔曽我部真裕執筆〕。
50　なお、アメリカ流の厳格審査によると、本法案の規制は過少包摂規制というこ
とになり、違憲になる可能性がある。
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供すること」を「推知報道」と呼ぶとしており、放送番組の放送やインター
ネットを利用した情報提供が規制対象に含まれるなど、現行よりも「推知
報道」の範囲が格段に広がっている。
さらに、新設される２項では、「何人も、推知報道をして、少年等又は
その配偶者、直系若しくは同居の親族その他当該少年等と社会生活におい
て密接な関係を有する者（以下、「親族等関係者」という。）に対し、身体
の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、又は行動の自由が著しく害
される不安を覚えさせてはならない。」としている。近年、ネット上では、
少年事件に限らず、被疑者・被告人等の身元を特定して実名や住所、電話
番号などを暴露することがしばしば行われている。それに対処するための
規定ではあるが、法律案62条では、そうした影響力を伴う推知報道に対し
ても法務大臣が必要な措置をとるように勧告・命令しうることになってい
る。そもそも親族等関係者の範囲も「不安を覚えさせる」の語の内容も主
観的な要素から判断せざるを得ないこともあり、不明確である。もちろん、
同様の用例はストーカー規制法（平成12年法律81号）に見出すことができ
るのであるが、事情の切迫性や被害防止の必要性の観点から、ストーカー
被害と推知報道とを同列に論じることは困難であろう。
また、法務大臣の権限は、職権により行使可能であって、当事者からの
申し出といった行為は不要となっている。立案者は、もともと法務省の人
権擁護機関による救済措置を念頭に置き、その延長線上で制度を発展させ
たようであるが、刑罰を伴う命令権限を取り入れることで、制度の本質的
な部分に変更が生じたという点が見逃されている。ここで強制力を有す
る人権救済機関設立をめぐる論争が生じることを忘れてはならないだろ
う51。また、そうした制度を構築するにしても、実施主体について、政治
的中立性を保った独立行政委員会や家庭裁判所が担当する方式を検討する
余地があったのではなかろうか52。
51　メディアとの関係で、駒村・前掲注（17）271-273頁。
52　松井茂記『少年事件の実名報道は許されないのか―少年法と表現の自由』（日本
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ここで、表現の自由の保障の意義については、改めて詳述するまでもな
いが、個人の人格の形成・発展という自己実現の価値と民主政の維持・発
展という自己統治の価値に根拠を求めるのが一般的である53。また、自由
な公共圏形成のために表現の自由の萎縮効果を除去し、議論を活発にすべ
く、「表現活動をおこなう者へのリスクを一般に引き下げることを規範的
に要求」するという公共圏での議論の公共性に表現の自由の価値を見出す
こともできよう54。そのため、「言論の自由市場」による真理の発見に期待
し、国家権力が人為的に情報流通を妨げることがないようにすることが要
請されよう。だが、これに対しては、「現在のメディア状況は、表現・報
道の自由への法的介入を排除すれば個人の自己実現と市民の自己統治とい
う表現の自由の目的が予定調和的に実現する、というほど牧歌的ではない」55
との批判がある。それによると、「とくに犯罪少年は社会の偏見に晒され、
自ら表現する手段も言葉も持たず、政治プロセスで自分の権利を守るため
の参政権も有しない、表現・報道や政治のプロセスから疎外された存在で
あり、報道被害を受けやすい立場にある。その権利擁護を、『表現の自由
市場』や『自由な政治過程』に委ねることはできない」56のである。
もちろん、表現の自由といえども絶対的に保障されるものではない。表
現の自由が「優越的地位」にあるとしても、それは「他の人権等との比較
衡量を否定する『魔法のことば』ではないし、表現の自由の絶対的保障を
意味するものでもない」57のである。他方、「少年の最善の利益は、国民の
評論社、2000年）133頁は、「本来基本的な枠組みとしては、少年が逮捕された
段階で、検察官なり少年の家族が家庭裁判所に少年の氏名等の報道を禁止する
命令を申し立て、家庭裁判所がとりあえず少年保護のため少年の氏名等の報道
を禁止し、その後迅速にそれを解除するかどうかを審理するという手続をとる
べきであろう」と述べる。
53　芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法（第６版）』（岩波書店、2015年）175頁。
54　毛利透『表現の自由―その公共性ともろさについて』（岩波書店、2008年）18頁。
毛利によれば表現の自由の特性は萎縮効果を受けやすい点にあり、本法案が萎
縮効果をもたらさないかどうかの検討も必要である。
55　平川・前掲注（18）524頁。
56　同上524-525頁。
57　青柳・前掲注（23）17頁。
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表現の自由を否定することのできる『魔法のことば』ではない」58。そこで、
具体的な被侵害利益を特定しつつ、個別具体的な衡量をもって判断するの
が判例であった。そうした微妙な判断の上に成り立っていた公共の福祉の
バランスに対して、本法案は一石を投じるものであったかもしれないが、
内容の定まらない「成長発達権」を法律で具体化することにより、そのバ
ランスを打ち砕いてしまうのではないだろうか。
むしろ、そうした判例の流れを念頭に置けば、本法案の法務大臣の権限
はあまりにも強力すぎて、かえって機能しなくなることも考えられる。違
憲判断が出される可能性の高い法律案と呼ぶことができるので、実務的に
権限発動をちゅうちょすることもあろう。法律に書き込めば、理想の世界
が実現する訳ではなく、従来からの法体系との整合的な制度となって初め
て有効に機能するのである。
（４）　小　括
この他にも、旧法よりも重い刑罰を課すという点での罪刑均衡の問題な
ども浮かぶが、紙幅の関係で以上の程度にとどめておきたい。
少年法61条については、「コミュニティが非行少年に偏見を持ち、それ
を受け入れることができないという現状認識に基づく、やむを得ない措置
とでもいうべきものであり、これをあたかも普遍的な価値のある規制であ
るというように考えるべきでない」59との見解があるように、現行法にお
いても報道の自主性を尊重し、不適切な報道に対しては言論による批判で
その改善を促すというのが理想であろう。本法律案は非日常的な推知報道
の危険性をもって、日常的な情報流通を萎縮させるものであって、違憲の
疑いが強いといわざるを得ない。「法律案の起案・提出から議決までの段
階について、実は、いろいろなかたちの事前審査の手続き」があり、その
58　松井・前掲注（52）122頁。
59　酒井安行「少年事件報道」前野育三先生古稀祝賀論文集刊行委員会編『刑事政
策学の体系』（法律文化社、2008年）210頁。
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過程で憲法適合性が審査されるのが実際の立法過程である60。それを意識
した法律案作成が必要であったように思われる。
ただ、インターネット上の無責任な情報流通・拡散については、報道機
関とは異なり、統制の困難性もあって従来の議論の延長線で論じる訳には
いかないし、そもそもこの領域における少年法からの議論はあまり見られ
ない。その意味で、本法案は直面するより重い課題について検討する格好
の題材となるだろう。
五、企画運営者の感想など
今回のグループワークの問題点としては、特定のグループにおいて意思
疎通の欠如が顕著であったことが挙げられる。個人的な性格の不一致に起
因するものであるようだが、グループ一体となって作業にあたるべきとこ
ろ、完全に分業体制となり、グループ内での情報共有や議論がなされた形
跡が希薄なものとなってしまった。結果として、本番での発言内容等の完
成度に影響が生じただけでなく、記録として残すべき資料が未完成のまま
提出され、本稿の意義を大きく損なわれる結果となってしまった。
模範議会のようなロールプレイは、一過性のイベントとならないよう、
事前・事後の課題などを用意し、後日の能動的学修につなげていくことが
理想である61。そのために、近年の模範議会では、活動を記録として残す
ことを企画運営者に義務として課している。当日の質疑・答弁が不完全で
あっても、資料提出段階での見直しに意義があることは言うまでもない。
また、企画運営者の作成した資料が、本稿のような一連の記録冊子として
残ることは初期の段階で説明している。しかしながら、その点の理解や認
識が不足している者がいたことは否めない。自ら作成した資料も「使い捨
て」の価値しか感じておらず、不完全なままで提出しても気にならないか
60　大石眞「違憲審査機能の分散と統合」大石眞・土井真一・毛利透編『初宿正典
先生還暦記念論文集各国憲法の差異と接点』（成文堂、2010年）237頁以下。
61　岡田・横大道前掲注（１）83頁。
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のようであった。それは、模範議会の経験もまた「使い捨て」であること
を意味すると思われる。こうした意識をいかに改善していくかが、今後の
課題である。
一つの方策は、民主政における公文書管理の意義と結びつけた文書作
成・管理の重要性について示す教材等の開発を行うことである。現実社会
においても文書管理の専門職の意義が十分に理解されていない状況にあっ
て62、この点の理解を企画運営者に求めるのは高度な要求かもしれないが、
情報公開制度と両輪で民主政を支える公文書管理制度の重要性について学
ぶ良い機会となるかもしれない。
もう一つの方策は、今回の模範議会で初めて設けたメディア（報道）担
当である。情報発信の分量としては物足りなさを感じたが、委員会運営の
「第三の目」として企画を活性化する可能性を秘めている。グループの準
備状況を適宜取材し、履修者に「報道」することで、グループ内の内輪も
めをしている場合ではないという状況を作り出すことも可能であろう。ま
た、ツイッターを利用して、委員会でリアルタイムに履修者の意見を表示
する試みも行われたが、これも受動的な一般参加者の意識を変える要素と
なるかもしれない。引き続き、これらの方策をさらに洗練化し、実践した
上で検証を行なってみたい。
最後に、今回の企画運営者の感想の一部を以下に紹介する（下線筆者。
誤字脱字等は適宜修正した）。
■反省点　質疑作成において、グループ間の作業がうまくできずまた内容
もかなり不十分なものになってしまった。勉強と意思疎通の不足を痛感し
た。設営でうまく指示が出せなかった。本番で声の大きさ・調子、姿勢な
どがあまり委員長らしくなかったように思う。
62　岡田順太「アーキビストの憲法的意義」白鷗大学論集25巻２号（2011年）145-
161頁、同「憲法秩序とアーカイブズ―『国権の最高機関性』論・再考」白鷗大
学法科大学院紀要５号（2011年）11-38頁。
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■改善点　各グループごとの進捗確認・管理をもっと細かくしても良いの
ではないか。私の可視範囲では「リーダー不在で進捗を管理しない」「意
思疎通がなく進捗を共有しない」などの問題が起き、結果「締切直前に慌
ててやる」などのありがちな事態が度々起きていた。したがって改善した
いのであれば、「リーダーをSA側で指定する」「締切までに中間報告の期
間を設ける」「グループチャットツールを全体で使用して逐次進行をチェッ
クする」などの措置を取ると良いのではと考える。（ただし、グループワー
ク自体の進め方・問題は各人・各グループが工夫し解決すべきことであり、
また教員/TA/SAの負担を増やす措置であるため、しないという選択で
もやむなしと考える。）
■感　想　グループワークとしては私自身の勉強不足・労力不足で大失敗
だったように思う。とくにリーダー不在の危機を感じながら意思疎通を怠っ
たのは過ちであった。事前準備は単純な資料作成が大半だったためさほど
面白くはなかったが、十分な内容にはできたと思う。当日は緊張はしなかっ
たものの、あまりうまくできたようには思わなかった。
■反省点　法律がどのように作られていくのかを理解するだけで手一杯だっ
たような気がした。少年法の詳細を第61条の内容だけでなく、他の条項に
ついても詳しく見ておけば、もっと少年法の趣旨の理解が深まっていたか
もしれない。
■改善点　今回賛成側の会派として模範議会に参加したが、賛成の討論文
を書く際にどの点を強調して述べればよいのかが全然見当がつかず、きち
んと進められなかったので、主張すべき論点を他の２人と意見を出し合っ
てうまく相談できればよかったなと思った。その点を改善できれば本番に
なってお互い慌てることもなかったかもしれない。
■感　想　質疑通告の内容も委員会用の討論文も本会議用の討論文も考え
るのがとても大変だった。他のメンバーで集まって意見を出し合ったおか
げで、なんとか当日までに書き終わらせることができてほっとしている。
少年法だけでなく他の法律、特に刑法の改正についてももっと考えてみた
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いなと思った。
■反省点　委員会時の発言中にミスをし、台本通りにやっていないことも
反省しています。趣旨を理解した上で、テーマ外れの観点を提出したこと。
また、今回の企画を通して、自分の法的思考能力と、ロジカルに意思を伝
達する能力を高めたいことを考えています。
■改善点　正式な「国会」の雰囲気になっていない。メールを常時にチェッ
クすること。
■感　想　なし
■反省点　私の役割は会派の質疑を作成することと、当日の広報資料をつ
くることでした。反省点としましては質疑の項目を政府の答弁の時間を見
越して多めに作成すべきだったと感じております。一人10分の質疑が５分
ほどで終わってしまったのでこれは大いに反省すべき点だと思います。ま
たもっと少年法やその他関連する法律、実際の国会の質疑などについて調
べる時間を増やし、エキスパートにはなれなくてもその分野であればある
程度答えられる状態にしてから流れを意識し質疑を作成すべきだったと痛
感しております。先生にコメントをいただいたのと、経過報告でご指摘い
ただいてから強くそう実感しました。しかしその後自分なりに改善してみ
たつもりではありましたがやはり、もう少し何かあったのではないかと強
く感じ、これを私の反省点とさせていただきます。
■改善点　全体として改善すべき点、まずはグループ全体についてですが、
議論があまりにも行われず、皆各自の個人作業となっていたことです。ま
た、LINEなどのグループを作成したのにもかかわらず、十分に活用され
ておらず、個人が作成した資料をアップしてもあまり反応がなかったこと
が少し悲しい点でした。また、私は委員でしたが、本当は議論しながら流
れを共に作成していくべきでしたがそれができなかったことが反省点とし
てあげられます。全体として改善すべきことは、委員長とメディアの方が
同じ会派、同じLINEにいるにもかかわらず、２人とも蚊帳の外といった
感じでグループの討論に参加されなかったので、これは役割上仕方のない
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ことと思いますが、委員長とメディアはグループから独立してもいいので
はないかという印象を強く受けました。
■感　想　私は実は昨年憲法の授業を履修していて模範議会をみたのです
が、まさか今年自分が模範議会の運営者になるということは予想もしてお
らず、正直最初は不安だらけなのと当日、少し体調が悪かったのですが、
どんな結果であれ模範議会を終えられたことに信じられなく思っています。
また、教室が昨年は灼熱で空調が効かなかったのですが、今年は１週間早
いこともあり涼しかったのは良かったと思います。法案の感想としましては、
私は少年法の改正に最初は反対の立場であり、表現の自由や報道の自由の
観点からこれは法案を通すのは難しいだろうなとずっと考えていましたの
で、賛成の立場から質疑や広報資料を考えるのが骨が折れましたが、皆国
会議員は実現が困難な法案や自分の意思と関係なく賛成したり反対しなけ
ればならないので大変なことであると思いました。総じて良い経験になり
ました。ありがとうございました。
■反省点　私は附帯決議を担当したのだが、最終的に附帯決議が何なのか
がいまいちわからぬまま終わってしまった点は反省すべきと思っている。
野党側の指摘する点を全てすくい取れなかったことも挙げられる。
■改善点　全体として、直接会って話すことができなかったことは改善す
べきと感じた。LINEやスカイプで期日ギリギリに会議を行っても効率が
悪いし、いいものもできないし、と感じた。
■感　想　政治家を叩く人は多いが、本当に政治家のやっていることを知っ
ている人は少ないし、その業務をこなせる人も少ないだろうということを
実感した。また法律が制定されているものの、どういう工程でできている
のかもわからない有様であった。百聞は一見にしかずということでもある
ので、一回は経験できてよかったと感じた。
■反省点　準備段階に関しては、最後の方にはきちんと党内で連携が取れ
たのだが、初めの方は個人作業になってしまうことも多くあったので、そ
こを改善できたら良かったように思う。なかなか少年法改正に関する全体
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像をつかむことができずに、作業にも身が入らずにいた。とっかかりの部
分をもう少しうまくやれたように思う。また唯一の反対派ということで、
割と過激な方向に進めていたのでそこの部分に関してはよかった。
しかし本番の際には、拍手や野次などを織り交ぜても良かったのではな
いかと感じた。これは、他の党にも共通する反省点であるようにも思う。
■改善点　党派ごとの連携はある程度取れていたように思う。しかし質疑
の項目などに関しては、党内だけではなく他の党とも議論を重ね連携をと
ることで、より良いものが作れたのではないかと感じる面もあった。そし
て、傍観者とのテンションの差が大きくあったため、もう少しこちら側に
引き寄せられるような雰囲気を作っていけたら良かったとも感じた。
■感　想　教職免許を取得するためというだけの理由で履修した授業であっ
たが、模範議会の企画運営を通して、法律を始めとする政治に関すること
について少しだけでも関心を抱くことができるようになった。今後も様々
なことにアンテナを張り続け、今回の経験が決して無駄にならぬようにし
ていきたい。
■反省点　模範議会がどういうものかを把握しきる前に動き出してしまい、
このことによって、質問文や討論を修正することが多々あったため、最初
からもっと勉強をしておけばよかったと思う。また、一つの討論文を段落
ごとに分けて班で書いていたため、統一性がなく、一貫したものを作るこ
とができなかった。今一度なんのために班でやっているのかを考え、行動
するべきだった。
■改善点　企画運営者ではない履修生とももっと積極的に模範議会に参加
できるよう、少年法や模範議会自体についての事前学習をする機会が設け
られていたらなおよかった。
■感　想　模範議会をやってみて初めて官僚たちの苦労がわかった。資料
作成や質問を考えることも意外と容易ではなく、想像していた以上にハー
ドだったため、私たちがテレビ越しで見ている議会はほんの一部でしかな
いことに気づくことができた。模範議会に参加したことによって、議会が
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どのようなものかを肌で感じることができたため、表面的なことしか知ら
なかった頃に比べて、法案の改正などについて興味関心が湧くようになった。
■反省点　法律に関する知識が足りないことが原因で、質疑文づくりでは
だいぶとんちんかんなものを製作していた。幸い、野党担当になったため、
少々型破りでも知識が少なくても主張したいことありきで行動することが
できたので命拾いしたが、根本的にもう少し法律に慣れておくべきだった
ことが反省点である。
■改善点　一般参加者の知識が模範議会で話し合われている内容にまで追
いついていないと感じた。国会の様子を学生が真似するから見学してみま
しょう、くらいのものならただぼんやり見ているだけでも充分かもしれな
いが、本会議投票に参加させるとなると、参加に際して前提となる知識が
ある程度必要だろう。フィードバックとして、企画運営者には投票用紙を
閲覧できるようにしてほしい。どういった点が一般参加者に響いたのか、
また企画運営者と一般参加者でどういった認識の乖離があるかも明らかに
したい。
■感　想　自分の出来には満足している。多くの先輩方がいらしていて、
つながりが強いコミュニティなのだと実感した。誰かしら先輩や社会人が
いるとやりがいも感じる。
■反省点　質疑文に党の色が出せなかった。質疑文の内容が散漫しており、
実際に国民が聞きたかったことを聞けたかどうか疑問である。
■改善点　グループワークが少なかった。スカイプやラインだと、共有し
たいことがなかなか伝わらない。毎週月曜の憲法時間の終わりは、必ず強
制的な集まりを行うべきだと思う。
■感　想　今回の模範議会は、将来の自分のなりたい職業とつながるもの
であり、大変楽しかった。反面、わかりやすく伝えること、本当に伝えた
いことをうまく伝えることが簡単なようで、とても難しいことだと分かった。
■反省点　最初の頃、なかなか全体像が掴めず理解に時間がかかってしま
いました。また、書かれた文章をしっかり読み込むということがあまりで
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きていなかったと思います。何となく全体的に読んでしまって、細部を見
落としてしまうことがよくありました。
■改善点　模範議会当日の参加者が少なかったと思いました。後、他の人
が話している時にスマホを弄っている人がいたので、前で喋らなければ気
は楽だろうけどその態度はないだろうと感じました。
■感　想　正直、こんなに勉強が楽しいのだと感じたのは初めてでした。
授業中にPC使用可というルールの影響もあり、授業らしい授業という雰
囲気も久しぶりでした。先生の話をPCやりながら、あるいはSNSを弄り
ながら聴いて、とりあえずグループワークという授業が多く、つまらない
と感じていたところ、がっつり勉強できた憲法の授業は本当に楽しかった
です。これからも勉強を続けていきたいです。
■反省点　討論を考えるうちに趣旨がずれてしまうことが多く、相手の求
める答えに対応する難しさや、法的根拠や関連資料に基づいて建設的かつ
論理的な議論を展開することの難しさを感じ、如何にいままで感情論で議
論を展開していたのかを痛感した機会であった。また今回の見解や討論等
を実際に考え、一言に責任を持った根拠や意志など整合性を保つ展開をし
なければならない経験をしたことで、「たった一言により政治家人生を失う」
といった政治家の言葉を本質的に理解で来たような気がする。
■改善点　実質的にほとんど個人作業となりこの模範議会の趣旨や立場を
理解せずに他人任せになる人が多くみられ、模範議会の内容が有意義であ
る分、参加者の意識が低く大変残念に思った。しかしだからこそ自分の役
割が明確化し、責任を持って取り組めたと言っても過言ではない。実際に
国民の社会生活に施行されうる法案制定のために、この流れを行っている
政治家や官僚にかかる責任は重大なものであることをこの経験を通して改
めて感じた。
■感　想　今回の模範議会によって実際国会で行われる委員会・本会議の
仕組みを多少なりとも理解でき、非常に有意義な時間となった。論理性を
つけた話の展開ができるよう、また物事を否定的かつ多角的な側面から見
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るよう今後も日常的に意識していこうと考えるようになった。また自らの
知識不足も非常に痛感したため自己研鑽に励みたいと思わせて頂く好機と
なった。思い切って参加しこのような素晴らしい経験が出来たことを非常
に嬉しく思う。
■反省点　まず反省すべき点としてはグループワークを円滑に行うことが
できなかった点です。１年生という立場から下手に出た上に相手を無視し
たワンマンプレイもしませんでした。結果的に政府間の情報共有が少なく
ひどい結果となってしまいました。これからはたとえ相手が連絡をしてこ
なかったとしても、グループワークを円滑に回せるように自分が積極的に
前に出ていこうと思います。次に私自身に法に関する知識が不足していた
点です。これに関しては勉強不足としかいいようがないので、大学生活を
通じて学んでいこうと思います。最後に反省すべき点はこのレポートを出
すのが遅れてしまったことです。本当に申し訳ありませんでした。
■改善点　全体を通して思ったのは質疑の質の低さと声調の悪さです。ま
ず質疑の質に関してですが練りこみが足りないと思いました。もっと本質
に切り込むことのできる質疑をつくらなければならなかったと思います。
そのためにはやはり法案の本質、意義を理解する必要があったと思います。
次に声調に関してですが台本を読むだけで手いっぱいで誰かに聞かせるも
のではなかったと思いました。台本があるものであったとしてもある程度
人に聞かせられるレベルまで声調を高める必要があると思います。
■感　想　全体を通して私は貴重な経験になったなと思いました。私は将
来政治家になりたいので法案が審議される過程を体験することができたの
は自分の未来につながると思います。これを励みにより多くの知識を身に
着けていこうと思います。
■反省点　圧倒的に知識が足りず、もっと自ら勉強すべきでした。
■改善点　グループワークのメンバーを自分で選べるようにしてほしいで
す。または、入れ替えなどを許可してほしいです。
■感　想　今回のグループワークはとても大変でした。A君はほぼ全ての
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資料の作成を率先して行ってくれましたが、グループワーク期間中、ほぼ
連絡がとれませんでした。それに対しB君は何も手伝っていないにも関わ
らず怒り、二人がSNS上で喧嘩をしてしまい、三人でのグループワーク
が不可能になってしまいました。今までで一番最低なグループワークでし
た。この短期間・またそこまで密な関係にも関わらず、あそこまでお互い
を嫌い合う意味が私にはわかりません。憲法への理解や答弁の言い回しに
ついて学べたことや、模範議会という普通に学生生活を送っていたら体験
できないようなプロジェクトに参加できたことはとても勉強になりました
が、グループワークではとても不快な気持ちになりました。ただ、ほとん
ど憲法や議会についての知識がない私に責めることはなくわからないこと
を教えてくれたことには、二人には感謝しています。
■反省点　今回、政府として特にその代表者を務めさせていただきましたが、
まず、グループとしての統率に関して、非常に力不足でした。結果、個人
作業がメインとなってしまい、委員会での答弁の内容に関して、３人で完
全に一貫した意見を述べることができていなかったのではないかと感じま
した。また、答弁の姿勢としても、「委員会に対して可決することをお願
いしている」という姿勢が欠けているとの指摘を受け、振り返ってみると
確かにその通りであり、この点で、もっと国会の、特に委員会の議事録を
分析する作業にもっと重点を置くべきであったと感じています。政府とい
う存在が、国会にとってどういった存在であり、また、国民にとってはど
ういった存在であるのか、ということについて、まず考えるべきであった
と反省しております。
■改善点　委員会を振り返ると、各会派、政府ともに、ただ準備された台
本を読んでいる、という印象が強く、しかしながら改めて国会中継の映像
を見てみると、台本は存在するものの、それをリアルタイムでの即興のご
とくやりとりをしようとしているような感じがあり、模範議会の場におい
ても、その空気感を再現すべきであったと感じました。また、これは各会
派についてですが、通告にない質問はできないという制約の中でも、政府
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の曖昧な回答に対し、それをもう少し追及してみる、といったアクション
があっても良かったかと思います。
■感　想　今回政府として作業を行い、法令の文言の読み取りについて、
多少は見識が深まったように思います。単一の視点で見れば、少年法の一
部を改正する法律案、というだけですが、しかしその中身としては、様々
な他の法令（行政手続法や憲法等）や判例等が絡んでおり、それらの内容
やその解釈などについても理解をしておく必要がある、ということが興味
深い点でした。また、政府として答弁を行うにあたり、法律案の中には描
かれない、法を運用していくにあたって行われる政治的行為に関して、答
弁での発言が、その場しのぎのものではあってはならず、しっかりと現実
性や、実現可能性を持った、責任のあるものでなくてはならない、という
感覚が、作業していく中で、ひとつ面白い点でした。普段国会中継をみる
のとは違った視点で国会というものの一部を体験することができ、国会へ
の見識が深まったと感じます。
■反省点　今回、初めての試みとして行われた報道を担当することができ
たのは、とても光栄に感じています。しかし、前例がないということは自
由にできる楽しさがあると同時に非常に難しいものだということを痛感し
ました。まず、代表者会議まで特に動けていなかったのはよくなかったと
思います。先生に指示をもらおうという受動的な姿勢を捨て、もっと能動
的にならなくてはいけなかったと感じています。代表者会議から模範議会
当日までは２週間弱しかなく、報道と決まった時点からどんどん自分で考
え行動ができていたら、はじめに先生がおっしゃっていたニュース動画を
作るといった報道ができたのかなと反省しています。
また、すべての会派のインタビューを掲載できなかったのは残念でした。
政府も含め全会派に質問事項を送ったのですが、「質問の意味がわからない」
と言われてしまい、そこから連絡がとれなくなってしまったので、口頭で
インタビューしたほうがよかったかなと思いました。お互い時間もない上
に、文面で回答してもらったほうが、推敲を重ねられるため良いかと思っ
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てLINEを使って質問しましたが、文面だからこそ伝わりにくかったとこ
ろもあったようで、裏目にでてしまったように思います。
そして、作ったサイトやTwitterアカウントがあまり多くの人に見ても
らえなかったのは最も大きな反省点です。フォロワーも結局17人しかおら
ず、サイトも多くの人が読んでくれていると実感することはできませんで
した。SAさんを通じ、メールで宣伝したりもしましたが、模範議会前の
最後の授業までに全部完成させて、授業の時に宣伝するべきでした。模範
議会中、履修者がハッシュタグを使って法案についての意見をつぶやいた
りすることで、双方向からのおもしろい模範議会になるかと思っていまし
たが、履修者が携帯の電源を切ることになっていることをすっかり忘れて
いたので、そのあたりも考えなければいけなかったと思います。しかし、
終わった後、模範議会に参加できなかったOGさんから「Twitter見てたよ」
と言ってもらえたので、やった意味はあったかと嬉しく思いました。
■改善点　グループワークのやり方について第１回企画運営者会議で説明
がありましたが、とても難しく、理想通りにはいかなかったと感じており、
運営者同士で話している時も度々そのような話になったので、改善すべき
ではないかと思います。担当の人が土台を作るにしても、そのあと「いい
と思います！」と返信して終わりではなく、全員で議論できるよう個々も
個々でしっかり自分の見解を身につけなければないないのだなと感じまし
た。誰かの負担だけが大きいようなことになってはいけないと思います。
■感　想　はじめ法案を読んだ時、私は反対だったにもかかわらず、班の
方針で賛成の質疑を作った時は全然討論文も書けず、質疑も作れず、とて
も悩んで、なんでやることにしちゃったんだろうと思ったりもしましたが、
反対のために法案の穴を探すのではなく、賛成の討論文を書くために得ら
れる利益と失われる利益を考え、その失われる利益をいかに小さくするか
を考えたことはとても良い勉強になり、法案の理解に繋がりました。
そして報道として俯瞰的な立場から模範議会を見守ることができたのも
楽しかったです。それぞれの会派の言い分を聞けたことにより、みんなの
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意見はどれも決して理にかなわないものではない中で、どのような道を選
ぶべきなのかという、答えは出ないけれど、出さなければならない問いを
考える時間をもつことができ、勉強になりました。
やって良かったと終わった今は強く思います。ぜひ来学期はリーガルワー
クショップを履修して、来年の模範議会で私が作った法案が審議してもら
えるように頑張りたいです。
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資料①　法律案
少年法の一部を改正する法律（第190回国会閣第▲▲号）
少年法（昭和二十三年法律第百六十八号）の一部を次のように改正する。　
　
目次中「第四章　雑則（六十一条）」を「第四章　推知報道等の禁止（六十一条
―六十四条）」に改める。
第四章を次のように改める。
　第四章　推知報道等の禁止
（推知報道及び推知報道をして不安を覚えさせることの禁止）
第六十一条　家庭裁判所の審判に付された少年又は少年のとき犯した罪により公訴
を提起された者（以下、「少年等」という。）については、氏名、年齢、職業、就学
する学校の名称、住居、容貌等によりその者が当該事件の本人であることを推知さ
せる記事若しくは写真を新聞紙その他の出版物に掲載し、放送番組を放送し、又は
情報を電気通信回線を通じて不特定若しくは多数の者に提供すること（以下、「推
知報道」という。）をしてはならない。
２　何人も、推知報道をして、少年等又はその配偶者、直系若しくは同居の親族そ
の他当該少年等と社会生活において密接な関係を有する者（以下、「親族等関係者」
という。）に対し、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉が害され、又は行動の
自由が著しく害される不安を覚えさせてはならない。
（勧告及び命令）
第六十二条　法務大臣は、前条の規定に違反する行為により少年等又は親族等関係
者の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、当該違反者に対し、当該
違反行為の中止その他違反を是正するために必要な措置をとるべき旨を勧告するこ
とができる。
２　法務大臣は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告
に係る措置をとらなかった場合において少年等又は親族等関係者の重大な権利利益
の侵害が切迫していると認めるときは、当該違反者に対し、その勧告に係る措置を
とるべきことを命ずることができる。
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３　法務大臣は、前項の規定による命令をしようとするときは、行政手続法（平成
五年法律第八十八号）第十三条第一項の規定による意見陳述のための手続の区分に
かかわらず、聴聞を行わなければならない。
４　法務大臣は、前三項の規定にかかわらず、前条第二項の規定に違反した場合に
おいて少年等又は親族等関係者の重大な権利利益を害する事実があるため緊急に措
置をとる必要があると認めるときは、当該違反者に対し、当該違反行為の中止その
他違反を是正するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
　（主務大臣の権限の行使の制限）
第六十三条　法務大臣は、前条の規定により勧告又は命令を行うに当たっては、表
現の自由、学問の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない。
　（罰　則）
第六十四条　第六十二条第二項又は第四項の規定による命令に違反した者は、三年
以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
２　法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）の代表
者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務
に関して、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に
対しても、前項の罰金刑を科する。
　附　則
　（施行期日）
第一条　この法律は、公布の日から起算して六月を超えない範囲内において政令で
定める日から施行する。
　（検　討）
第二条　政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律による
改正後の規定の施行の状況について国会に報告するとともに、その状況について検
討を加え、必要があると認めるときは、その検討の結果に基づいて法制の整備その
他の所要の措置を講ずるものとする。
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理　由
少年事件に対する推知報道により、少年の更生が阻害され、また、親族等の生活の
平穏が脅かされるおそれがあるため、法務大臣に推知報道を是正するための勧告及
び命令を行う権限を付与する必要がある。これが本法律案を提出する理由である。
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資料②　進行表
○　模擬「参議院法務委員会」（99分）
事　項 役　職 所　要
委員長挨拶 委員長
４分
趣旨説明 法務大臣
質　疑（会派①・与党） 会派①委員１ 10分
質　疑（会派①・与党） 会派①委員２ 10分
質　疑（会派②・野党１） 会派②委員１ 15分
休憩宣告 委員長 10分
質　疑（会派③・野党２） 会派③委員１ 15分
反対討論（会派③） 会派②委員３ ５分
賛成討論（会派①） 会派①委員３ ５分
賛成討論（会派②） 会派②委員２ ５分
採　決 委員長 10分
附帯決議案動議提出 会派①委員４
10分
附帯決議案採決 委員長
政府より発言 文部科学大臣
審査報告書作成承認 委員長
散会宣告 委員長
（15分休憩・本会議用に舞台設営）
○　模擬「参議院本会議」（40分）
事　項 役　職 所　要
開議宣告・議事日程宣告 議　長 １分
委員長報告 委員長 ５分
討　論
会派③委員３（反対） 10分
会派②委員３（賛成） 10分
休　憩（10分）宣告
　　※　全体の投票・集計作業を実施。 議　長 10分
再開宣告・採決 議　長
４分
散会宣告 議　長
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資料⑥　発議者の趣旨説明文
ただいま議題となりました「少年法の一部を改正する法律案」につきまして、提
案の理由及び概要を御説明申し上げます。
少年法61条は、少年事件情報のうち、加害少年本人を推知される事項についての
報道を禁止しております。これは、憲法で保障される少年の成長発達過程において
健全に成長するための権利の保護とともに、少年やその家族の名誉やプライバシー
を保護することを目的としております。しかしながら、同条は、憲法21条の表現の
自由の保障の観点から、報道機関の自主性を尊重し、違反に対する制裁規定を欠い
ております。そのため、一部報道機関が少年の推知報道をして、少年の成長発達権
を著しく侵害する事例がしばしば生じております。また、インターネットの発達に
より、少年の関係者などが社会的制裁として実名や写真、家族構成など少年に関す
る情報を流布させ、名誉権やプライバシー権侵害をすることが近時の問題と認識さ
れるに至っております。
そこで、本法案は、少年事件の推知報道やインターネット上での情報の提供を禁
止し、そうした行為により少年や家族に被害が生じている場合について、法務大臣
が是正を命じるなど、強制力を伴う措置を講ずることができるように定めるもので
あります。
次に本法律案の概要についてご説明申し上げます。
第一に、少年審判に付された少年又は少年のときに犯した罪により公訴を提起さ
れた者について、氏名、年齢等により当該事件本人であることを推知させることを、
出版物の掲載、放送番組の放送及び不特定多数者へのインターネットを介した情報
の提供を通じて行う行為を推知報道とし、何人も推知報道をしてはならないことと
しております。また、推知報道をして、少年又はその親族等の関係者に対し、身体
の安全が害される等の不安を覚えさせてはならないこととしております。
第二に、法務大臣は、推知報道の禁止等に違反する行為により、少年等の権利利
益を保護するために必要があると認めるときは、当該違反者に対して、必要な措置
を勧告及び聴聞を経て、命令を発することができることとしております。
第三に、法務大臣は、推知報道に伴う重大な権利利益の侵害があり、緊急の措置
をとる必要がある場合、速やかに必要な措置をとるよう命令を発することができる
こととするほか、所要の措置を講ずることとしております。
以上が、本法律案の概要でございます。なにとぞ慎重にご審議の上、速やかに御
可決くださいますようお願い申し上げます。
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資料⑦　質疑答弁集
会派①　木村さんと愉快な仲間たち　問答集
大臣をはじめとして関係者の方々はご苦労様です。我々は賛成の立場ですがいく
つかお尋ねしたいことがありますので質問させていただきます。
○〔　法案提出の背景　〕
それでは早速ですが本法案を提出された背景をご説明願います。
（法務大臣）
これまでにも、現行の少年法第六十一条に違反する形で、新聞社や出版社等が少
年事件の実名報道を行ってしまう、という事案が存在しました。しかしながら、今
日はインターネットが加速度的に普及をし、ソーシャルネットワーキングサービス
等を通じて、一般個人が少年の個人情報を暴露してしまうような事案も、多数発生
しております。また、スマートフォンのような端末の登場以来、こうしたインターネッ
ト上において、個人によって発信される情報の価値が低く扱われていた時代は過ぎ
去り、個人の発した情報であっても、それが拡散に拡散を重ねることによって、情
報の価値を高めていき、多くの人々がそれに信頼をおいてしまうような現状がござ
います。しかしながら、現行の少年法第六十一条は、昭和二十三年の成立から、今
日に至るまで約68年もの間改正がなされておらず、当然ではありますが、成立当時
はインターネットやテレビ放送網の出現は予期されておらず、ゆえに現行の少年法
のままでは、そのような現状に対しての対応が困難であるという事実がございます。
そうした事態を打開し、少年法をより現代に即した形へと改正すべく、今回この法
案を提出いたしました。
今法案で推知報道の禁止において罰則規定を新たに設けられていますがこの罰
則規定を設けた意図と罰則規定が盛り込まれることによる具体的なメリットをご説
明願います。
（法務副大臣）
現在推知報道に関しての罰則規定はございません。そのために推知報道を行うか
否かは報道機関の裁量に一任されています。この現状では推知報道を完全に防ぐこ
とはかないません。そこで推知報道への抑止力を意図して罰則規定を設けました。
罰則規定を設けることによるメリットもまた同様に推知報道の抑止力となる点です。
なるほど、つまり罰則規定を設けることにより結果的には推知報道の抑制につな
がるということですね。それに関連しての質問させていただきたいのですが近年イ
ンターネットの発達によりネット上で自由に発言する人々が増加していますが今法
案によりそうしたネット上での発言が制約される可能性はありますでしょうか？
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（法務副大臣）
可能性はございます。と、言いますのもインターネット上であろうと少年の成長
権をいちじるしく害することは許容されるべきではないからです。事実現在インター
ネット上での中傷行為でも名誉棄損罪は成立いたします。故に今後インターネット
上の発言が制約される可能性はございます。
今法案における推知報道規定に違反した場合の法務大臣の是正、および勧告には
週刊誌やネット上などで推知報道を発見した後、どれくらいの期間を要するのでしょ
うか？
（法務大臣）
勧告に関しましては、通常であれば、発見後、三日間程度以内には発することが
できるかと考えます。しかしながら勧告の次のプロセスである命令に関しましては、
これは行政手続法に則った行政処分の形態をとるわけでありまして、そして、本法
案の第62条第二項に基づいた命令である場合、いかなる場合も、その命令の対象者
に対し、聴聞を行うことが義務付けられているわけであります。この聴聞に際し、
行政手続法では、聴聞の日時等の通告から、聴聞の間まで、相当の期間をおくこと
が規定されています。また、仮に対象者の所在が判明しない場合は、その相当の期
間として、２週間以上を空ける必要がございます。このように法令面での制約はご
ざいますが、勧告同様、命令につきましても、迅速に対応できますよう、最大限努
める所存であります。
御答弁いただきありがとうございます。迅速に対応いただけるとのことで安心い
たしました。またネット上での書き込みや週刊誌やテレビなどの報道も合わせると
処理すべき事例が膨大になり判断基準が明確に定まらなくなることも予想されます
がこれに対処するための何か具体的な外部機関や専門家を集めた第三者機関などの
創設はお考えでしょうか？
（法務大臣）
言うまでもなく、今日の膨大な情報量の中で、法務大臣が推知報道の発見をし、
その個々の事案を検討し、判断まで行うことは、現実的に困難であります。そのた
め、私ども法務省では、第三者機関等の設置も含め、法務省内部に、推知報道への
対処に携わる、専門の部署を設置することを検討しております。また、一般の国民
からも、広く情報を収集するべく、推知報道に関わる通報窓口の設置も検討をいた
しております。このようにして、事案の迅速な発見をし、また、公正公明な判断を
行えるよう、環境整備も行ってまいりたいと、そのように考えております。
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推知報道に関してですが1994年９月28日から10月７日までに起きた大阪、愛知、
岐阜連続リンチ殺人事件に関してですがこの事件では17歳から19歳の未成年者から
構成される少年グループによって凄惨な殺人が繰り返されました。しかし事件の加
害者が未成年であるにもかかわらず今事件ではメディアが次々と実名報道を行い、
加害者少年らには少年法が適用されず死刑判決が言い渡されましたがもし今後この
ような社会通念上、極めて重大であるような事件が起きた場合は今法案においての
対象とはならないのでしょうか？
（法務副大臣）
対象とはなりません。と、いうのも社会の関心が一定を超えた際、知る権利を優
先するためです。現在、知る権利・報道の自由の下で、市民の正当な関心事として
の公共的事実についての公益目的による根拠ある報道は、名誉毀損罪を構成するこ
とはなく、名誉毀損の民事責任も生じさせない、という判例法理が確立しておりま
す。故に推知報道に関しても同様に扱っていく所存です。また、基準は過去の事例
をもとにしていきます。
会派② 七転八党 問答集
七転八党です。大臣をはじめとして、関係者の方々はご苦労様です。
わが党は、基本的に本法案賛成でありますが、本法案の合憲性及び合理性につい
て、おかしい点があると気づき、それらについて幾つかの問題を、ここで述べさせ
ていただきます。
○〔法案の合憲性〕
本法案により、少年犯罪に関する報道の規制により、出版社やマスメディアなど
の報道機関の表現の自由が厳しく制約されますが、この点に関しては、憲法と衝突
しているのではありませんか。
（法務大臣）
まず、本法案の文面上、第63条にて、法を運用するにあたり、表現の自由、学問
の自由、信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない、という旨の規定がご
ざいます。ゆえに、法の形式上は、そもそも憲法21条、表現の自由とは衝突をして
いないと、このように考えます。また、実質面に関しましても、推知報道を行った
者に対する刑事罰は、本当に最後の手段となっており、その前に是正の勧告や命令
のプロセスを設けることにより、表現の自由に対して、出来うる限りの配慮をいた
しております。ただし、その勧告や命令の発令に際しましては、これは公正公明に
行われる必要がございますので、これに関しましては、第三者機関等の設置を検討
するなどし、慎重に対応を行ってまいりたいと考えております。
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昭和33年12月16日に、日本新聞協会の少年法第61条の扱いの方針に於いて、１.逃
走中で、放火、殺人など凶悪な累犯が明白に予想される場合；２.指名手配中の犯
人捜査に協力する場合が考えられます。なお、本法案の条文が、上例の社会的利益
に絡んでくる場合は、推知報道、氏名の公開、および写真の掲載を認めますか。
（法務大臣）
ご質問の件に関しまして、事案ごとに状況は異なりますので、ご指摘のすべての
事案に対して、普遍的にYES、NOでお答えすることは控えさせていただきます。
ただし、プライバシー権と公共の利害が対立した場合は、公共の利害の方が優先さ
れる可能性が高い、ということだけは、申し上げておきます。
平成18年に起きた、山口女子高専生殺害事件の加害者少年は、警察に発見された
時はもはや一部が白骨化した遺体となっていました。では、加害者少年が死亡状態
であると確定し、いわば「人間」でない状態の場合は、本法案が提出した「少年事
件の推知報道やインターネット上での情報の提供を禁止」という規定は法的効力が
発生しますか。
（法務大臣）
通常、法律の権利享受の主体は生きている者、つまり、自然人であり、死者は権
利享受をできないと解されております。しかしながら、現行法においても、死者に
対して、公然と虚偽の事実を摘示した場合には、刑法第二百三十条、名誉毀損罪が
成立する場合がございます。無論、こうした事案に関しましては、少年法よりも、
刑法によって取り締まりがなされるべきであるとは考えますが、まずは、死者に対
してであっても、無条件に推知報道が許されるわけでは無い、ということを述べて
おきたいと思うわけであります。また、今回の法案におきましては、単に加害者少
年に対する推知報道を禁止するのみならず、推知報道をすることによって、その配
偶者、直系若しくは同居の親族その他当該少年等と社会生活において密接な関係を
有する者に対し、身体の安全、住居等の平穏若しくは名誉を害し、又は行動の自由
が著しく害される不安を覚えさせることを禁止しております。故に、仮に加害者少
年が死亡した場合であっても、その親族等が存命であり、そして、推知報道によっ
て、その親族等に前述のような危害が及ぶ場合には、ご指摘の規定は、当然に適用
されるものと考えます。
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ちなみに、少年法61条の趣旨は、実名・推知報道の禁止により、加害者少年の成
長発達権とプライバシー権を保護した上、その更生への意欲を高め、新たな被害の
発生を防止する役割を果たすことです。またこの法律案は、子どもの権利条約６条
において、生命への固有の権利を認め、生存・発達を可能な限り最大限に確保する
と定められていること、同条16条で、子どものプライバシーを恣意的に、不法に干
渉されないと定められていることを趣旨として提案されたと理解するべきだと考え
られます。では、少年保護という面の他に、本法案の採択により、今後の社会的利
益にたいしてどのようなメリットがありますか。
（法務副大臣）
少年の保護のほかに少年の保護者、および関係者のプライバシーをも守りうるメ
リットがございます。現在推知報道によりその保護者、および関係者のプライバシー
が守られていない現状がございます。本法案の採択により推知報道の抑止力となれ
ば同様にこれらのプライバシーをも守るメリットがあるのです。
推知報道の禁止が世間的に与える影響はどのようなものがあると思われますか。
例を挙げて説明してください。
（法務副大臣）
今後犯罪を犯した少年が無事更生できる社会になると考えます。と、言いますの
も世間の加害者側のプライバシーに関する見方が変化すると考えるからです。今法
案の採択により少年が更生するためには社会全体で支えなければならないという見
方となれば少年が更生する環境は整えられるといっていいでしょう。
今回このような改正案が昨年の川崎市で発生した中学１年生殺害事件と大きく関
わっていると思われるのですが、その点についてはどのようにお考えでしょうか。
（法務副大臣）
法案作成において単一の事件は影響しておりません。そもそも法案作成において
単一の事件が影響することはございません。今回の法案もまた多くの事例をもとに
作成しております。
会派③ イッポン党 問答集
『イッポン党』の宮原壱歩です。大臣をはじめとして関係者の方々はご苦労様です。
今回の法案は、わが党にとっては大いに疑問が残る法案でありますので、幾つか質
問させていただき、是非廃案の方向に持っていきたいと考えて居ります。
今回の法改正では、マスメディアの推知報道の罰則化と同様に、インターネット
上の掲示板、snsなどでの加害少年の名前、写真が推知されるであろう書き込みも
罰則に処するとあります。しかしながら、新聞やテレビなどの従来の報道機関とメ
ディアを同一視して考えるのには無理があるように聞こえます。新聞やテレビには
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正しい情報を伝える義務がありますが、無数の個々人によって書き込まれるインター
ネット上では、何が正しくて、正しくないのかすら、分からない混沌とした状況で
す。また、情報が拡散されるのも早く、いくら法務大臣が推知報道を見つけたとし
ても、時すでに遅しといった状況になり、少年法の法的利益が損なわれるだけです。
さらには、写真や名前の記憶はインターネット上では消すことができますが、個人
のサーバーに保存されてしまえば、他人が消去することはできません。このように、
そもそも性質が全く異なる従来の報道機関とインターネットを同一線状で考え、同
じように処罰するのは、いくらなんでも厳しいかと思いますが、この点について如
何でしょうか。　
（法務大臣）
我が国においてインターネット元年とされる1995年から、今年で早くも21年が経
過し、また、最近ではスマートフォンの登場により、インターネットは加速度的に
普及し、今日では、新聞社や出版社等に属さない一般個人であっても、自分の持つ
情報や、考え、主張などを、全世界に向けて容易に発信することが可能であります。
また、インターネット上において匿名で発信された情報であったからといって、そ
れが拡散されるにつれ、情報の持つ力は、より強力な物になっていきます。また、
インターネットという媒体は、今日、職業としての報道にも用いられる媒体となっ
ております。媒体は違えど、同様の行為に関して、禁止をしているわけであります
から、ここになんらおかしい点はないかと存じます。また、仮にご指摘の趣旨が、「専
業の報道業者と一般個人を同様に処罰することが厳しすぎる」ということでありま
したら、この点におきまして、刑罰の重さを変えてしまうことは、憲法第十四条、
法の下の平等に違反してしまう可能性が極めて高い、ということだけ、あらかじめ
申し上げる次第であります。
現時点において、現行の少年法第61条自体が、基本的人権である憲法21条の表現
の自由と憲法13条の個人の尊重と幸福追求権の板挟みに合い、明確な解釈が定まっ
ていません。1994年の未成年の少年グループによる集団暴行殺人事件である長良川
リンチ殺人事件に関する名古屋地裁の判決では、13条の幸福追求権が表現、報道の
自由よりも優先されると解釈されたのに対して、日本新聞協会はじめ多くの新聞会
社が推知報道に関して、ある限定された範囲内での報道の自由を認めています。い
ずれにせよ、現少年61条の推知報道の原則禁止の解釈ですら、未だに議論が成熟し
ていない状況なのです。このように解釈も明確に定まっていない中で、新たに罰則
規定を設けるのは時期尚早であり、何よりも、このままでは民主主義の根幹である
基本的人権13条、21条の双方を等しく守れず、憲法違反に繋がりかねません。この
点について、どうお考えでしょうか？
（法務大臣）
まず、現行の少年法第六十一条に関しまして、今日に至るまでその解釈が明確に
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定まらずにきた理由といたしまして、罰則規定がなかった事実、というのが一つ挙
げられるかと考えております。法令を運用していく上で判断基準となる物のうち、
最も重要な位置を占める物の一つが、判例でございます。一つ一つ、具体的状況の
異なる事案に対しまして、裁判所が法令を元に判断を下し、それが積み重なってい
くことにより、さらにその先の、その法令の運用の基準へとなっていくのでありま
す。しかしながら、現行の少年法第六十一条には、罰則規定が存在しないというそ
の性質上、裁判所がこの条文を元になんらかの判断を下すことはありません。今回、
罰則規定等を設けることにより、これに関する判例が積み重なり、推知報道に関す
る議論がさらに加速し、このことが、さらにその先の少年法改正への流れにつなが
れば、と考えております。また、憲法違反になりかねないというご指摘に関しまし
てですが、法案中第六十三条において、法の運用に際し、表現の自由、学問の自由、
信教の自由及び政治活動の自由を妨げてはならない旨が規定されております。ゆえ
に、本法案が成立いたしましても、これが直ちに憲法に違反することはないことと
考えております。しかしながら、実際に法を運用するに際しましては、政府といた
しまして、憲法や他の法令に対し違反のないよう、細心の注意を払うことに努める
所存であります。
先ほど言いました日本新聞協会の少年法61条の取り扱いに関する方針を具体的に
挙げますと
・逃走中で、放火、殺人など凶悪な累犯が明白に予想される場合
・指名手配中の犯人捜査に協力する場合
など少年保護よりも社会的利益が優先する場合のみ、例外事項として氏名、写真
等を掲載する推知報道が可能となります。また、朝日新聞などでは、実名報道の原
則として、同種の事件の再発を防ぐこと、そして、新しい人権の一つである国民の
「知る権利」に応えることといった、独自の規定を設けているメディアも存在します。
このように、少年法61条の規定を保持しながら、社会的利益も取り入れた自主判断
かが尊重されてきている点で、かろうじて少年法61条の合憲性が保たれてきたわけ
です。しかしながら、今回の法改正により否応なしにメディアの自主判断が不可
能になります。これは、つまり、メディアの自主判断に国家権力が一定の信頼を置
かなくなったわけですが、これがどれほど危険な事であるのかについての認識をお
聞かせください。
（法務大臣）
まず、マスメディアの自主判断が不可能になった、というご指摘がただいまござ
いましたが、これにつきましては、本法案において、推知報道の行為に対し、即時
に刑事罰を科すのではなく、その前の段階として、是正の勧告、命令のプロセスを
踏んでいる、ということを改めまして申し上げ、その上で、その仕組みこそが、マ
スメディアに対し、一定程度の自主判断の余地を残している、と、我々はこのよう
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に考えております。また、前提として、日本新聞協会による、現行の少年法第61条
の取り扱いに関する方針に関しましては、これは法令とはなんら関係のない私文書
ではありますが、しかしそれでも、この内容に関して言及するならば、この中で言
及されておりますような社会的利益も、法を運用するにあたり、十分に尊重してい
く所存であります。
法改正により、今後メディアが果たせなくなるであろう、先ほど質問でも述べま
した、推知報道による社会的利益を行う役割を担う者として、国家権力、特に法務
大臣には務まるとは毛頭思えません。むしろ、加害少年が著名人、もしくは有名人
の身内であった場合、予期せぬ圧力が国家にかけられることも予想であきます。ま
た、法務大臣ほか内閣のメンバーの出自に関わる事件が起きたとき、社会的利益を
捨て、保身のためにそれを隠すことを目的として是正勧告をだすことがあるのでは
ないですか?元来、そのような行為を犯しがちな国家権力を監視するために、第４
の権力としてメディアが存在しているはずです。もしそのような歯止めがなくなれ
ば、国家権力の暴走につながり、最悪の場合、法務大臣が私事と公的な事とを混同
してしまう恐れがありますが、その点いかがでしょうか。　　　
（法務大臣）
仮定のお話に対しまして、お答えは致しかねますが、その上で申し上げるとする
ならば、国務大臣とはいえど、公務員であり、公務員である以上、法令遵守の義務
を負います。法と証拠に基づきまして、適切に手続きが行われことと考えておりま
す。また、公正公明な手続きを保証するためにも、第三者委員会等の設置も検討し
ており、そうした存在が、法務大臣への監視役となることと考えております。
最後になりますが、未成年時に凶悪な少年犯罪を起こしたが故に、成人後の犯罪
についても匿名性が保たれる事象が度々発生しています。最近では、神戸連続殺傷
事件の元加害少年が手記を発売し話題になりましたが、そこでの著者名も「少年A」
とするなど実名を公表していません。いくら少年法によって加害少年が守られてい
るからといっても、人間として犯罪を起こした過去は一生背負っていかなければな
りません。加えて、被害者及びその遺族が悲しみと怒りを抱えながら、残された時
間を生きていく苦しさは、簡単に償えるものでもない大きなものです。ましてや、
いつまでも世間で加害者が未成熟な少年として扱われ、氏名、顔写真の公開のよう
な「私刑」といった一種の社会的制裁を受けずに生きていく姿に対して、遺族は悶々
としながら生きていくことになるのです。推知報道の罰則化によって、その苦しみ
がさらに永遠と続くような不安だけが残るようになるでしょう。憲法違反、施行機
関及び法務大臣の裁量の不透明さなどの疑問も大いに残るところですが、一番大き
いのは、このように遺族への配慮が少年法から無くなりかけていることでしょう。
果たして、推知報道への罰則化によって、少年が受けるべき社会的制裁を遺族、そ
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して被害者のために本当の意味で受けることができるようになるのか、そしていつ
まで少年が少年として保護されるのか明確な答えをお聞きしたいのです。　
（法務大臣）
そもそも、違法行為に対し、刑事罰を科す根本の理由は、その受刑者に対し、罪
の代償を与え、基本的には、そこからの更生を期待することにあります。確かに時
には、被害者遺族の方々の心痛は、察するに耐えないほどに深い場合もございます
が、しかしそれでも、受刑者に刑事罰を科すのは、被害者遺族の方々に精神的満足
感を与えるためではないのです。また、刑事罰が存在するそもそもの理由は、国家
として、受刑者への処置を責任を持って行わんとするからであり、国家は、決して
社会的制裁のような行為は容認いたしません。次に、いつまで少年が少年として保
護されるのか、というご質問ですが、そもそも少年法の理念といたしましては、少
年そのものを保護しているわけではなく、少年時代に罪を犯したものを保護してい
るわけであります。それは、少年時代が、未だ人格形成期にあり、未熟であるがゆ
えに、非行に走ってしまう場合があり、しかしながらそうした行為に対しても、い
わばモラトリアムとして、更生のチャンスを与えている、という、こういうわけで
あります。つまり、仮に少年時代に罪を犯したものが、大人になってから再び罪を
犯しても、後者の罪に対しては、少年法の保護の外側に置かれるわけであります。
＊　注記
この答弁集は、政府提出の資料をもとに作成されていますが、資料が不完全なた
め必ずしも当日の質疑を十分に反映していません。そのため資料的価値を欠きます。
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資料⑧　委員会における反対討論文
私は、イッポン党を代表いたしまして、ただいま議題となっております「少年法
の一部を改正する法律案」に対し、反対の立場から討論をいたします。
我々が本法案に反対する主たる理由は、本法案がインターネット上での表現を厳
しく取り締まりすぎることと、犯罪の処罰を国任せにすることの問題の２点です。
2000年代に入ってから急速に発達したインターネットでは掲示板やブログに始ま
り、2010年代に入ってからはTwitterに代表されるマイクロブログや各種SNS（Social
NetworkService）で個人同士による情報のやりとりが盛んになっています。これ
までになく個人が情報を広範囲に発信しやすい世の中になっています。発信する情
報は自身の回りで起きたことから、各ニュースのレビューや私たち行政府のなすこ
とから、炎上必至の反社会的行動まで、ありとあらゆるものがあります。インター
ネット上は当事者以外にとってはどうでもいいような情報が大半を占める世界では
ありますが、なかには本法案に引っかかるような大事な個人情報が混じっています。
少年犯罪をインターネットで拡散する人には、地域や同じコミュニティに属する人
か、インターネットで各種SNSから探偵する人の２種類がいます。後者は完全な
野次馬ですが、ここで大切なのはどちらも個人であるという点です。私が主張した
いのは、今まで新聞各社やテレビ局など法人に課せられていたペナルティをほぼ同
列に個人に課すことは適当でないということです。たしかに、個々の事件の状況に
応じて罰金などは内容が変わってくると思いますが、国家権力が人民の日々のイン
ターネットの使用に大きなプレッシャーをかけることは間違いありません。これは
間接的な表現の自由の規制ではないでしょうか。
今回、この法案を通してしまうと、国家権力による検閲を認めることになります。
現時点でもごく一部のP２P通信を行うもの以外のデータは掌握されていますが、
それはあくまで、事件が起きてから必要に応じて当事者らの持つブログや書き込み
などデータを照合していくというもの。対して本法案はウェブ上のデータの海から
少年犯罪の推知報道に関わるデータを片っ端から探していくというものです。この
やり方を認めてしまうと安倍政権はさらにつけ上がり、日本を全体主義への道へと
さらに進めようとするでしょう。権力に屈することなく、人民は自らの自由をつか
むために本法案には断固として反対しなければなりません。
次に、犯罪を国家任せにしてはいけないという点に関して申し上げます。例えば、
法務大臣の出身高校で事件がおこり、加害少年もその高校の在校生だった場合、情
報を積極的に隠すために一般の事件よりも締め付けが厳しくなるのではないでしょ
うか？
もうひとつ本法案が成立した場合の例を考えましょう。少年犯罪が起きて残され
た遺族のことを考えてみてください。加害少年は事件後、厚生し社会で活躍してい
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くかもしれません。しかし、その事実がまた遺族を苦しめるのではないでしょうか。
被害者家族は自分の子ども（兄弟）は殺されたというのに、加害少年が厚生したら
社会から賞賛されるという悪夢にあうのです。こういったときこそ『社会的制裁』
という最終兵器が必要です。権力によって正義の鉄槌を下せないとき、被害者家族
を支えていくのは人民ひとりひとりの努力なのです。
以上の理由により、本法案に対する反対の立場を表明し、私の討論を終わります。
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資料⑨　委員会における賛成討論文
私は、「木村さんと愉快な仲間たち」を代表いたしまして、ただいま議題となっ
ております「少年法の一部を改正する法律案」に対し、賛成の立場から討論を致し
ます。
推知報道による影響力は、将来性の見出せる少年等並びにその親族等関係者の社
会的な地位を剥奪、名誉棄損等、権利利益を大きく侵害するものと言えます。本法
案成立により、加害者少年等又はやその親族等関係者への悪影響をもたらす推知報
道に対し、法的拘束力のある措置ならびに罰則が追加されることで、加熱する推知
報道への歯止めに繋がり、少年等の社会復帰への一助またその後の健全育成に期待
を寄せております。
我々が本法案に賛成する第一の理由は、違反者に対し法務大臣が強制力を持つよ
うになることにあります。現行法は法的拘束力を持たず、違反行為をはたらく個人
や法人に対し推知報道の中止を呼び掛けても改善がなされないという、事実上野放
し状態となっております。また現在の情報拡散社会において大きな影響力を持つ媒
体である、インターネット掲示板などへの書き込みに対する制限もありません。今
回、本法案成立により時代に即した形で悪質な推知報道を厳しく取り締まることが
可能となり、結果として少年等ならびに親族等関係者の権利の保護ができるように
なることが期待できるため、本法案は必要不可欠であると言いきれます。
第二に、国民の表現の自由を侵害しないための配慮がなされていることが挙げら
れます。本法案では「法務大臣は推知報道を行う当該違反者に対し、当該違反行為
の中止や違反を是正するための措置を促す勧告を行い、その後も改善が見られなかっ
た場合は聴聞を行ったのちに法的強制措置を行う」といった仕組みが取られている
ことで、表現の自由を侵害しない法案となっていることが言えるでしょう。
以上の理由から本法律案に強く賛成することを表明し、討論といたします。あり
がとうございました。
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資料⑩　附帯決議案
私はただいま可決されました「少年法の一部を改正する法律」に対し、「木村さ
んと愉快な仲間たち」および「七転八党」の共同提案による附帯決議案を提出いた
します。
案文を朗読いたします。
-----------
「少年法の一部を改正する法律」に対する附帯決議案
政府は、これらの法律の施行にあたり、以下の点について適切な措置を講じ、そ
の運用に当たっては万全を期すべきである。
一　インターネット等電気通信回線を使った推知報道に関しては、十分に注意し正
確に判断すること。
二　法務大臣は推知報道を発見した後、迅速に勧告を行うこと。
三　推知報道の判断基準の明確化ならびに法務大臣の公私混同の防止のため、第三
者機関を設けること。
四　社会通念上極めて重大な事件、社会的利益に絡んでいる場合に対して、本法が
適用されないという例外規定を設けること。
右決議する
-----------
何卒皆さまのご賛同を賜らんことをお願い申し上げます。
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資料⑬　委員長報告
ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審査の経過
と結果を御報告申し上げます。
本法律案は、少年事件に対する推知報道により、少年の更生が阻害され、また、
親族等の生活の平穏が脅かされるおそれがあるため、法務大臣に推知報道を是正す
るための勧告及び命令を行う権限を付与するため、少年法の一部を改正することを
目的とするものであります。
委員会におきましては、法案提出の背景、表現の自由とのつりあい、運用上の課
題等について質疑を行いましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。
質疑を終局し、討論に入りましたところ、〔イッポン党〕を代表して〔　　　　　〕
委員より反対する旨の意見が、〔木村さんと愉快な仲間たち〕を代表して〔　　　　　〕
委員より賛成する旨の意見が、〔七転八党〕を代表して〔　　　　　〕委員より賛
成する旨の意見が、それぞれ述べられました。
討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきもの
と決定いたしました。
なお、本法律案に対し附帯決議を行いました。
以上、御報告申し上げます。
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資料⑭　本会議における反対討論文
私は、「イッポン党」を代表いたしまして、ただいま議題となっております「少
年法の一部を改正する法律案」に対し、断固反対の立場から討論を行います。
そもそもこの法案は、少年の更生のために静かな環境を整備するということが第
一の目的であるはずです。このことを踏まえた上で、我々が本法案に反対する主た
る理由は３点あります。第一に本法案がマスメディアが発信する情報とウェブ上で
個人が発信する情報とを同列に扱ってしまっていること、第二に憲法上、すなわち
憲法13条幸福追求権と憲法21条表現の自由とのはざまにあるということ、第三に権
限を法務大臣に託すというのが本当に適切であるのかということです。
SNSが広く使われるようになった昨今、これまでになく個人が情報を手軽にそし
て広範囲に発信しやすい世の中となってきています。個人が発信する情報には、自
身の回りで起きた些細なことから炎上必至の反社会的行動まで、ありとあらゆるも
のがあります。もちろん、すべての情報が大勢の人が関心を抱いているような事柄
についてのものというわけではありません。しかし、そのなかには本法案に引っか
かるような少年犯罪に関する内容や個人情報も混ざっています。
少年犯罪に関してインターネットを通してSNSなどで拡散する人の中には、報
道機関ではない個人も多くいます。これらの個人は、もちろん報道のプロフェショ
ナルではない一般人です。本法案で提案されている、報道のプロである新聞各社や
テレビ局などの法人に課せられていたペナルティをほぼ同列に個人に課すというこ
とが、本当に適切なことであるのか疑問を感じます。
もちろん、今日において、SNS上の個人の表現活動が加害少年の更生の妨げにな
る事実は確かです。しかしながら、報道のプロであるマスコミが発信するニュース
と、一般人が発信するインターネット上の情報とに同じような基準を当てて処罰し
て良いのでしょうか。これら２つは、そもそもの性質が全く異なるものであります。
同じ基準を持って処罰するということに疑問を感じざるをえません。
本法案を可決してしまった場合、個人はインターネット上で今までと同じような
情報発信を続けることはできるでしょうか。SNS上での表現が萎縮してしまうこと
は十分に予想できます。国家権力が人民の日々のインターネットの使用に大きなプ
レッシャーをかけることは間違いありません。
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SNSは限られた空間で情報のやり取りが行われるという特徴を持っています。
ニュースなどと比較すればある程度プライベートなWeb空間といえます。しかし
SNSまでもが推知報道の規制対象になると、国家の権限がプライベートな空間に介
入してくるということになります。プライベートなウェブ空間に国家が目を通し罰
則の対象とする、これは検閲（けんえつ）とも言えるのではないでしょうか。検閲
は民主主義の根幹を脅かします。安倍晋三は非常に右翼的な思考を持つ総理大臣で
す。少年法で検閲がOKなら、別の法律でもやっていいよね、という具合に検閲を
他の法案にも適応させてくる可能性も拭いきれません。少年法の改正は国家に歯向
かう勢力を排除する21世紀の治安維持法の完成にリーチをかけてしまっているので
す。
本法案を可決し安倍政権をつけあがらせてしまっても良いのでしょうか。権力に
屈することなく、人民は自らの自由をつかむために本法案には断固として反対しな
ければなりません。
また現時点において、現行の少年法第61条自体が、基本的人権である憲法21条の
表現の自由と憲法13条の個人の尊重と幸福追求権の板挟みに合い、明確な解釈が定
まっていません。1994年の未成年の少年グループによる集団暴行殺人事件である長
良川リンチ殺人事件について考えてみましょう。名古屋地裁の判決では、13条の幸
福追求権が　表現、報道の自由よりも優先されると解釈されたの対して、日本新聞
協会はじめ多くの新聞会社では表現、報道の自由の方を優先させ、推知報道に関し
てある限定された範囲内ではありますが、報道の自由を認めています。いずれにせ
よ、現少年61条の推知報道の原則禁止の解釈ですら、未だに議論が成熟していない
状況なのです。このように解釈も明確に定まっていない中で、新たに罰則規定を設
けるのは時期尚早ではないでしょうか。何よりも、このままでは民主主義の根幹で
ある基本的人権13条、21条の双方を等しく守れず、憲法違反に繋がりかねません。
そして本法案は日本国憲法第21条で定められている表現の自由を侵害するとも言
えます。本法案の推知報道に関する罰則規定は、法務大臣または法務省の手続き過
程によっては、表現の自由を侵害する可能性があるのです。これは従来マスメディ
アが当たり前のように担ってきた、事実を事実として視聴者や購読者に対して報道
すること、そしてさらに、報道によって拡散される情報が２次被害を低減するなど
した多様な効果を持つマスメディアの圧倒的な力を萎縮しかねません。
本法案は報道機関への信頼を切り捨てたと同時に国民の知る権利をも妨害してい
るのです。本法案においては加害少年の利益と国民の知る権利が対立する利益とし
て考えられます。しかし、制約される表現の自由は犯罪に関する報道であり、これ
は公共性が高いものであると断言できます。すでに起きてしまった事件・犯罪に対
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して多くの国民が漠然とした不安と不透明感を抱えて日々の生活に耐えなければな
らないということを受け入れ、この法案を受け入れることはできません。
そして、この法案により権限を得るのは法務大臣です。犯罪を国家任せにしてし
まって良いのでしょうか。本来の法の目的である「少年の更生」を第一に考えれば、
法務大臣ではなく、審判を担当する家庭裁判所が是正のための措置を講ずる主体と
なるべきではないでしょうか？本法案を可決し、権限を法務大臣に委ねてしまった
場合、法務大臣の個人的な事情や心情が絶対に影響しないと言い切れますか？
また、本法案が成立した場合の、少年犯罪により残された遺族のことを考えてみ
てください。加害少年が事件後、厚生し社会で活躍していく可能性はもちろん十分
にあります。しかし、その事実がさらに遺族を苦しめるのではないでしょうか。被
害者家族は自分の愛する家族は殺されたというのに、その愛する家族を殺した犯人
である加害少年は、厚生したら社会から賞賛されるという場面に直面するのです。
もしもそれが、皆さん自身の身に起きてしまったらどうでしょうか？
もう少し慎重にこの法案について考え直す必要があるでしょう。本法案を通して
しまうと法治国家日本の根幹が崩れます。国家権力による検閲がはびこるようにな
ります。
日本を一部の政治家の好き勝手にはさせません!!
日本を支えていくのは人民ひとりひとりの努力なのです。
すべての物事を権力に委ねていてはいけません。
以上の理由から、本法案に対して反対することを表明し、討論といたします。あ
りがとうございました。
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資料⑮　本会議における賛成討論文
私は、「七転八党」を代表いたしまして議題となっております「少年法の一部を
改正する法律案」に対し、賛成の立場から討論をします。
我々の党は、本法案に対し、少年犯罪を犯した人の成長発達権とプライバシー権
を保護する面について、有益な効果があることを認めます。まずは、その理由につ
いて述べたいと思います。
賛成する第一の理由は、インターネットを含めた様々な方法を介しての推知報道
を規制・禁止することよって、少年犯罪に対する人々の好奇心をいたずらに煽らな
いようにさせます。その結果、犯罪の防止につながるということです。
そして本法案は新しい条項において、表現の自由と学問の自由と信教の自由、さ
らに政治活動の自由を妨げてはならないと規定し、基本的人権に対して配慮する規
定を置きます。これにより、この法案がインターネット上の表現の自由が制約され
ないものとしております。
かつて第二次世界大戦後の混乱期に、生計を立てるために窃盗・強盗をはたらい
てしまう非行青年が数多くいました。そして元来少年法はそんな青年を保護し、再
教育するために制定された法律だったのです。しかし現在、犯罪を犯した青年のプ
ライバシーを保護するどころか、マスメディアの報道の自由を優先し、テレビなど
による公開報道が平気で行われるようになっていきました。すなわち、少年の名誉
が毀損される事態を招いているのです。それによって、世間の犯罪に関する情報が
青年達の犯罪を犯そうとする好奇心を掻き立ててしまうことになります。それを防
止するために我々は少年法の改正に踏み切ったのです。すなわちこの法律案は、か
つての制定された目的を考え直すために出されたと言っても過言ではありません。
次に第二に、法務大臣が推知報道の禁止を取り締まることによって、加害者少年
の人権を保護することが目的として挙がります。従来、少年法第61条においては、
インターネットにおける規制の記述はなく、規制・禁止は十分なものではありませ
んでした。これでは、少年のプライバシーや人権はインターネットを介し、侵害さ
れかねません。実際、インターネット上で、連続児童殺傷事件の少年加害者の住居
が特定される事件もあり、看過できない事態が生じております。こうした事態への
対処の一貫として、強制力を伴うような適切な措置を講ずることを提案します。
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また、法務大臣が適切な措置をとることによって、勧告を受けて命令を出すとい
う表現の自由に配慮した手続きをとることができるので、刑罰の適用をすぐに行う
のではなく、ゆっくり時間をかけて妥当な刑量や解決方法を発見できることが期待
できると思われます。少年犯罪の刑量に関しては、一般の犯罪と比べて慎重に考え
なければなりません。なぜなら、少年の非行や犯罪の原因は、少年達の家庭環境や
学校での対人関係など、様々なものが考えられ、少年だけが責任を負わされるべき
ものではないからです。少年犯罪の再発を防止したり、加害者少年の人権を真剣に
考えるためにも、このような手続きで対応するのが妥当だと考えられます。ただし、
我々は法務大臣だけによる措置ではなく、法務大臣と人権擁護局長による措置を行
うのが良いと考えています。なぜならば、人権擁護局は人権侵犯事件に係る調査並
びに被害の救済及び予防に関する事務を行っているため、人権擁護に関する措置を
行いやすいのではないかと思います。
以上の理由から、本法律案に強く賛成することを表明し、我々の討論とさせてい
ただきます。ご静聴ありがとうございました。
【追記】本稿は、平成29年度日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究
（C））「多文化共生社会における法教育・主権者教育の研究―憲法政治の
模擬体験を教材に」（課題番号17K04878）による研究成果の一部である。
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